
 
- 9 - 

 

第５回定例会議事日程（第２号） 

 

第１ 一般質問 

  東 育代君 

   １．不登校児童・生徒への支援と対策について 

    （１）文部科学省の調査によると、令和２年度不登校の児童生徒数の急増は「待ったなし」

と課題を指摘されているが、本市の取組と現状を伺う。 

    （２）校内教育支援センター（校内フリースクール）を早急に設置すべきではないか。 

   ２．タブレット端末の有効利用について 

     国は、感染症拡大や非常時に学びの場を保障するため、タブレット端末を自宅に持ち

帰る体制整備を求めているが、本市の現状と今後の方向性を伺う。 

  中村敏彦君 

   １．人口減少対策について 

    （１）人口減少社会に対する市長の基本的な考え方について伺う。 

    （２）人口減少対策については、「他と政策を競うのではなく、市民が満足感を持てる施策

を」と答弁されたが、その際いくつか示された具体策についての進捗状況を伺う。 

    （３）他市から本市へ通勤されている方や、若い世代への移住・定住支援策等について伺う。 

   ２．消防力強化について 

    （１）新型コロナウイルス感染症と近年にない真夏日・猛暑日の連続による救急出動がかな

り増加しているようだが、現状はどのようか。また、消防職員（救急隊員）の過重

労働（勤務）となっていないか。 

    （２）職員の充足率改善を含む消防力強化についての検討と、女性消防士の採用計画につい

て伺う。 

    （３）新しい消防庁舎の整備計画について伺う。 

  松崎幹夫君 

   １．戦没者を追悼し平和を祈念する式を終えて 

     戦没者を追悼し平和を祈念する式が、８月15日に開催された。戦後77年経った今、後

世に語り繋いでいくことが大切である。 

    （１）式では、ビデオ上映と串木野高校生による発表が大変好評であった。さらに多くの

方々、幅広い世代に伝えてほしいと思うが、今後の取組は何か考えがあるのか。 

    （２）ビデオ上映などは、小中学校でも視聴は可能と思うが、計画などないのか。 

   ２．小・中学校再編及び統廃合計画について 

    （１）本市の児童・生徒数が著しく減少している。再編計画として、第１次計画、第２次計

画があり、中学校から再編を進めるとの説明を受けたが、早急に取組を進めるべき

ではないか。今後、どのような計画で、何年度を目標に進める考えか。 

    （２）特認校制度について、令和５年度から照島小学校及び市来小学校からの特認校への入

学・転学を認めないとの方針があるようだが、既に特認校に通学する兄弟がいる家

庭など、困っている家庭もあるのではないか。 

   ３．学校施設の改修について 

     小・中学校の校舎や体育館など、老朽化により雨漏り等の改修が必要な学校があるの

ではないか。改修は適切に行われているか。 

  江口祥子君 

   １．環境政策について 

    （１）公共施設のＬＥＤ化の進捗状況と今後の計画を伺う。 

    （２）プラスチックの資源循環を促し、循環経済への移行が期待されている。プラスチック
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ごみの中でも、身近なペットボトルのリサイクル及びマイボトルの利用促進がごみ

問題の解決に寄与すると思うが、市の考えを伺う。 

    （３）マイボトル運動の推進及び感染症や熱中症予防のため、ボトルディスペンサー型給水

機を公共施設に設置できないか。 

第２ 議案第４５号 補償金返還請求の訴えの提起について 

第３ 予算議案第５号 令和４年度いちき串木野市一般会計補正予算（第５号） 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 本日の会議に付した事件 

  議事日程に同じ 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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本会議第２号（９月６日）（火曜） 

 

 出席議員  １５名 

     １番  西 田 憲 智 君      １０番  東   育 代 君 

     ２番  田 畑 和 彦 君      １１番  中 里 純 人 君 

     ３番  高 木 章 次 君      １２番  竹之内   勉 君 

     ４番  江 口 祥 子 君      １３番  下迫田 良 信 君 

     ５番  吉 留 良 三 君      １４番  原 口 政 敏 君 

     ６番  松 崎 幹 夫 君      １５番  福 田 清 宏 君 

     ７番  田 中 和 矢 君      １６番  濵 田   尚 君 

     ８番  中 村 敏 彦 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 欠席議員   １名 

     ９番  大六野 一 美 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名 

局       長  岡 田 錦 也 君   主       査  岩 下 麻 衣 君 

補       佐  石 元 謙 吾 君   主       査  福 谷 和 也 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 説明のため出席した者の職氏名 

市       長  中 屋 謙 治 君   教 育 総 務 課 長  瀬 川   大 君 

副   市   長  出 水 喜三彦 君   消   防   長  谷 口 浩 貴 君 

教   育   長  相 良 一 洋 君   学 校 教 育 課 長  藏 薗 孝 一 君 

総 務 課 長  山 﨑 達 治 君   都 市 建 設 課 長  吉 見 和 幸 君 

企 画 政 策 課 長  北 山   修 君   福 祉 課 長  久木田   聡 君 

財 政 課 長  宮 口 吉 次 君   市 民 生 活 課 長  久 保 さおり 君 

市 来 支 所 長  橋 口 昭 彦 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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令和４年９月６日午前10時00分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（濵田 尚君） これから本日の会議を開き

ます。 

────────────── 

   △日程第１ 一般質問 

○議長（濵田 尚君） 日程第１、一般質問を行い

ます。 

 これより、通告順により、順次、質問を許します。 

 まず、東育代議員の発言を許します。 

   ［10番東 育代君登壇］ 

○10番（東 育代君） おはようございます。 

 私は、先に通告いたしました２件について、市長

の見解を求めます。 

 長い夏休みも終わり、２学期が始まりました。長

期の休み明けは子どもの心理的負担が高まる時期と

されていますが、本市の子どもたちの表情はいかが

だったでしょうか。 

 東京都渋谷区の路上で、先月20日、母親と娘が刺

され重傷を負った事件がありました。「容疑者の中

学３年生の少女は中学１年生のときから不登校ぎみ

だった。この少女が孤独でなかったら起きなかった

事件に思える。孤独の縁に迷う子がいたら、抜け出

す道をそっと照らしてあげればいい」と記事を読み、

胸が痛くなりました。 

 今、子どもたちに何が起きているのでしょうか。

コロナの影響も背景にあるとは思いますが、近年、

不登校児童生徒数が増えているのはなぜか。学校に

行きたくても行けない子どもたちも多くいるのでは

ないかと思っています。 

 少子化対策と子ども政策では児童虐待やいじめ、

不登校などは待ったなしの課題と指摘していますし、

「こども家庭庁を創設し、子どもに関する政策を社

会の真ん中に据えていく」とあります。学校現場で

の取組、市がなすべきこと、山積しているとは思い

ますが、子どもたちの成長を願い、誰一人取り残さ

ない教育環境の整備、不登校ゼロを目指しての取組

が望まれます。不登校の児童生徒数が多い本市とし

ての取組は急務であるように思います。 

 そこで、不登校児童生徒への支援と対策について、

現状をどのように捉えていらっしゃるでしょうか。

市長の見解をお聞きいたしまして、壇上からの質問

といたします。 

   ［市長中屋謙治君登壇］ 

○市長（中屋謙治君） おはようございます。東育

代議員の御質問にお答えをいたします。 

 不登校児童生徒は全国的に急増しており、本市に

おいても同様の傾向にあります。本市の抱える生徒

指導上の喫緊の課題であると捉えております。 

 不登校の要因は多岐にわたり、様々な問題が複雑

に絡み合っているケースも多いことから、教育委員

会を中心に、これまでも関係機関と連携を図りなが

ら様々な取組を行ってまいりましたが、不登校の数

は増加の一途をたどっております。 

 このような現状に鑑み、私は教育委員会に対して、

これまでの取組を基に、どこに課題があるのか、改

善に向けてどのような視点が必要なのかなど課題を

整理し、新たな一手、違う方面からのアプローチ、

こういったものを検討するように指示をしたところ

でございます。 

 不登校が難しい問題であることは十分理解をいた

しておりますが、学校、家庭、地域が一体となって

いちき串木野市全体で子どもを育てるんだという観

点から教育の充実を図ることが、その解決に向けて

の基盤になるのではないかと考えております。 

 私は、人は夢中になれるものを見つけられれば

様々な困難を乗り越えられるものであると、このよ

うに考えております。現在、不登校の状態の子ども

たちにも夢や希望、志を持ってもらい、未来に向か

って前向きに生きていく、こういった態度を養うこ

とが何よりも大切ではなかろうかと思っております。 

 そのためにも、一歩でも前に進める取組を重ねて

まいりたいと思っております。 

○10番（東 育代君） ただいま市長から答弁をい

ただきました。 

 そうですね。どこに課題があるのか、改善に向け

て違う一手をということでお聞きいたしました。 

 それでは、少し詳細に聞いていきたいと思います。 
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 まず１番目の、文部科学省の調査によると、令和

２年度不登校の児童生徒の急増は待ったなしと課題

を指摘されているが、本市の取組と現状を伺うとい

うことで、少し詳細を聞いていきたいと思います。 

 先ほども市長の答弁の中でありましたが、全国の

小・中学校で不登校の児童生徒の人数は前年から

8.2％増えているということを言われております。

在籍児童数に占める割合でも、小学校で平成27年度

から令和２年度で２倍に増え、また、中学校でも２

倍増とあります。県内の公立小・中・高の不登校児

童生徒数も令和２年度で2,989人と最多のようです。 

 本市はいかがでしょうか。過去10年間の推移と傾

向について伺います。 

○学校教育課長（藏薗孝一君） 過去10年間の不登

校者の推移と傾向について答弁いたします。 

 過去10年間の経緯を見ますと、平成25年度の不登

校児童生徒数は37人でした。その後、平成29年度ま

では一旦減少傾向に転じましたが、平成30年度が40

人、令和元年度が35人、令和２年度が52人、令和３

年度が62人と再び増加傾向になっており、平成25年

度と比較しますと令和３年度の不登校者数は1.67倍

に増加しました。 

 これについては様々な要因が考えられますが、特

に近年では、新型コロナウイルスの感染拡大によっ

て様々な教育活動等が制限されたことによる集団へ

の所属感や自己肯定感の喪失、人間関係の希薄さな

どが大きな要因として挙げられると考えます。 

 また、不登校の主なきっかけとしては、令和３年

度の本市の調査によりますと、友人関係をめぐる問

題が35％、次いで、無気力や不安が29％、生活の乱

れが５％となっていることから、望ましい人間関係

を構築することが極めて重要であると考えていると

ころでございます。 

○10番（東 育代君） 今、課長のほうから答弁を

いただきました。 

 そうですね。私も資料を頂きましたが、やはりコ

ロナの影響もあるとは思いますが、急増しておりま

すね。そして、直近では、もう既に１学期を終えた

ところで50人というお話も聞いております。これ、

本当にびっくりしますね。コロナの影響であれば、

じゃあ、どこにどういうふうにすればいいのか、先

ほど市長の答弁もありましたけれども、どこに課題

があるのか、そこをきちっと整理していく必要もあ

ると思います。 

 傾向についても少し伺いましたが、例えば、この

急増している、年度が替わると改善するのか。それ

から、継続的に不登校状態が続いているのか、新た

に不登校状態になる割合があるのか。あるいは30日

に満たない予備軍もいるのか。ここら辺についての

傾向、状況というのはどのように見ていらっしゃい

ますか。 

○教育長（相良一洋君） 令和３年度の不登校児童

生徒の在籍率を見ますと、県の在籍率は小学校が

0.67％、中学校が3.92％となっており、鹿児島地区

の在籍率は小学校が1.60％、中学校は6.10％です。

そして、本市の在籍率は小学校が1.81％、中学校が

5.93％と、県よりも高い数値となっております。特

に中学校においては、これまでの不登校児童生徒の

傾向を見ても、令和３年度に限らず、毎年、高い在

籍率となっております。 

 この要因の一つとして、友人関係をめぐる問題が

考えられます。 

 中学生になると、交友関係が広がるとともに、そ

の関係性も複雑になり、互いに深く理解し合える関

係性を築くことが求められるようになります。例え

ば、コミュニケーションに対する苦手意識が強い生

徒はこれらにスムーズに対応できずに、そのことが

不登校のきっかけになることも少なくありません。

また、きっかけは様々であったとしても、学習の後

れや生活リズムの乱れなどの要因が加わることで、

不登校の状況が長期化することにつながると考えら

れます。 

○10番（東 育代君） 在籍率じゃなくて、この不

登校の傾向について、例えば、年度が替わると改善

していくのか。あるいは継続的に不登校状態がずっ

と続いていくのか、年度をまたいでですね、新たに

不登校状態になる割合がどうなのか。あるいは30日

に満たない予備軍、30日に満たないけれども、１年

を通してすると30日を超すのかなというのが１学級

50人で見えると思うんですが、そこら辺の現状はど
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うでしょうかとお聞きしたんですが。 

○教育長（相良一洋君） この現状につきましては、

いろんな捉え方があると思います。 

 年度をまたぐ場合には、子どもたちが、次の学年

に対するステップになりますので、「よし、心機一

転、また心を入れ替えて頑張ろうかな」という新た

な転機にはなると思います。 

 また、担任が替わったり、そういうことによって

担任に対する気持ちのいろんな入替え、または、学

級集団がクラス替えになったり、そういうことによ

る心の状態で仲間づくりがよくできたり、人間関係

性ができたりというようなことはあろうかと思いま

す。 

○学校教育課長（藏薗孝一君） 数値的なことでお

答えしますが、令和３年度の不登校児童生徒のうち、

年度をまたぎ不登校が継続している児童生徒の割合

は53.2％となっております。それから、令和３年度

の新規不登校者の割合は46.8％となっております。 

 不登校の状態が継続している児童生徒については

粘り強い対応を続けておりますが、特に年度をまた

ぐ際には引継ぎを確実に行い、これまでの取組を継

続することができるように指導しているところです。 

 また、新規の不登校児童生徒については、やはり

未然防止と初期対応というのが非常に重要となって

まいりますので、特に不登校につきましては、休み

始めというのが非常に重要かと思います。そこのと

ころでいかに長期化しないように食い止めるかとい

うところで、各学校には粘り強い対応を指導してい

るところでございます。 

○10番（東 育代君） 今、課長から答弁いただき

ました。 

 そうですね。新規が46.8％。ここを抑えていかな

いと、絶対数は本当に減らないと。53.2％の不登校

状態、継続的にずっと、ここも大事ですけれども、

やっぱり新規になる人を未然防止ということを言わ

れましたけれども、そこをきちっと押さえていく。

市長のほうでもどこに課題があるのかというところ

で、一番ここに行くと思うんです。そこら辺のとこ

ろをきちっと整理していただきたいと思っていると

ころです。 

 先ほど在籍数に対しての不登校の割合も答弁があ

りました。非常に本市は県の平均よりすると高い、

これはもう統計的に見て分かるわけなんですが、コ

ロナは本市だけではございませんので、在籍数が減

少しているにもかかわらず不登校が増加していると

いうことについて体制整備が急がれると思いますが、

いかがでしょうか。 

○教育長（相良一洋君） 児童生徒についての現状

と支援体制、体制整備ということですね。 

 令和３年度の不登校者のうち、年度をまたぎ不登

校が継続している児童生徒の割合が53.2％です。 

 次に、支援体制についてお答えをいたします。 

 不登校の児童生徒については、学校をはじめ、当

該児童生徒に関わる各関係機関の全てが、日々の生

活の様子や本人の抱える悩み、家庭の状況等につい

てその状況等を記録しております。ケース会議にお

いては、各関係機関の知り得たこれらの情報を基に、

より緻密な情報交換を通して、専門性を活かした支

援方策を練るようにしております。 

 加えて、保護者の悩みやニーズに応じて、誰がそ

のような対応をするのかという組織的な対応につい

ても協議を重ねているところでございます。 

 また、年度をまたぐ際は引継ぎを確実に行い、こ

れまでの取組を継続することができるような指導を

行っております。 

 不登校が長期化している児童生徒がスムーズに学

校復帰ができるよう、学校、関係機関が連携を図り、

居場所づくりと絆づくりにこれまで以上に取り組み、

継続的な支援と新たな不登校を生まないための組織

的対応に今後も努めてまいりたいと考えております。 

○10番（東 育代君） そうですね。今、教育長の

ほうからありましたけれども、本当にケース会議と

かいろいろな協議を重ねているということは重々承

知しておりますけれども、そこにやはり子どもたち

の居場所、あるいは支援体制の問題意識、ここを捉

えて、そして、先ほど答弁ありました組織的にとい

うことがありましたので、横断的に、学校任せでな

くて、手を差し伸べていただきたいと思っていると

ころでございます。 

 もう少し聞いていきますが、今年度より、学校教
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育専門員が配置されております。「いじめや不登校

など子どもを取り巻く様々な課題を解決するため、

乳幼児から中学校卒業までの幼児、児童生徒につい

て関係機関との連携を強化、適切な就学支援及び児

童生徒の生徒指導上の課題に対して早期対応を図る」

と説明を受けておりますが、この不登校児童生徒と

の関わりについて伺います。 

○教育長（相良一洋君） 学校教育専門員は、不登

校問題や特別支援教育に関する問題と、主に児童生

徒支援に関する事案について、スクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカー、福祉課、または

子どもみらい課等の各関係機関と連携を図り、様々

な案件に対応する専門職でございます。 

 多様化する問題に対する教師一人の関わりには限

界がございます。これを多面的な関わりにするため

には、各関係機関を確実に、そして、よりスピーデ

ィーにつなぐ必要がございます。その役割を担って

いるのが学校教育専門員であります。 

 １学期は、学校が抱える不登校の問題に際し、学

校のケース会議に参加するという事例もありました。

具体的なアドバイスや聞き取り等により不登校児童

生徒の抱える問題の真相を明らかにし、学校と関係

機関をつなぐ役割を担っております。また、教育支

援センターへ毎日訪問し、個別の学習指導や声かけ、

入級に際しての三者面談等を通して一人ひとりに丁

寧に寄り添い、個に応じた支援を行っております。 

 支援員活動記録によると、「集中が切れることも

あったが、根気強く教えていただき、頑張ることが

できていた」「数学を教えてもらい、少しずつ自分

で解けるようになって、楽しさを感じているように

思う」等の言葉がつづられておりました。彼らにと

っても非常に頼りがいのある存在になっているよう

であります。 

 このように、学校教育専門員が効果的に機能する

ことで、子どもたちが抱える課題により早く、より

丁寧に関わることができ、様々な問題の未然防止と

早期発見や早期対応につながると考えています。 

○10番（東 育代君） せっかく今年度より学校教

育専門員という方が専属で配置されたわけですので、

この先生に大いに活躍していただいて、いろんな機

関との連携に努めていただきたいと思います。 

 背景の一つに、子どもの発達特性が関係し、学校

生活でのつまずきが繰り返され不登校になることも

指摘されています。小学校から中学校へ進学しても

登校が厳しい生徒もいます。学校側も教育委員会も

大変苦慮されていることも承知しています。 

 不登校への対応について協議してきた文部科学省

の協力者会議での最初に、学校に行きづらいと感じ

始めたきっかけについてのアンケートでは、「先生

のこと、身体のこと、それから友達のこと、それぞ

れ３割を占めている」と書いてあります。 

 このような現状を踏まえ、報告書は、今後の重点

施策について、誰一人取り残さない学校づくり、困

難を抱える児童生徒の支援ニーズの早期把握、不登

校児童生徒への多様な教育機会の確保、社会的自立

を目指した中長期的支援などなどあります。 

 発達特性に応じた学校での過ごし方や支援体制は

どうでしょうか。伺います。 

○教育長（相良一洋君） 学校には多様な児童生徒

がいます。その中には、特性に応じた指導や支援が

必要な児童生徒もいます。各学校には、どの児童生

徒にもあると便利で役に立つ支援というユニバーサ

ルデザインの視点を活かした、分かる授業づくりや

学級づくりを目指して取組を指導しているところで

あります。 

 また、現在、不登校や不登校傾向にある児童生徒

の中には、発達障がいや学習障がいのグレーゾーン

と言われる児童生徒が数名おります。当該児童生徒

が登校できた際には、特別支援教育支援員が個に応

じた生活支援や学習支援を行っているところです。 

 さらに、個別の支援計画等を基に、学級担任や特

別支援学級担任が中心となり、スクールソーシャル

ワーカーや教育支援センター支援員など連携を図り、

チームによる支援体制の充実を図るよう努めている

ところでございます。 

○10番（東 育代君） 今、答弁いただきました。 

 そうですね。やはり発達障がい、学習障がい、こ

こには至らないけれどもグレーゾーンという子ども

たちがかなりの数がいると、統計的に見ても数％い

ると出ておりますので、ここら辺のところをきちっ
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と対応していただければ、また、つまずきの早期対

応になるのかなと思っております。 

 それでは、もう少しお聞きします。 

 令和４年度のいちき串木野市の教育行政の中で、

小・中・高連携による取組の充実とあり、高校との

連携推進があります。例えば、令和３年度の卒業者

総数103人、令和４年度の中学校卒業生の進路状況

を見ますと、専修各種訓練施設１人、通信５人とあ

り、全員が進学となっていますが、小・中学校での

不登校や不登校傾向であった児童生徒が卒業後どの

ように過ごしているのか、プライバシーの問題もあ

るでしょうが、見守ることも必要ではないかと思っ

ているところです。 

 関連性があるのかないのかなどを含め、実態を把

握することが次につながると思っての質問です。 

 中学校卒業後の追跡、いかがでしょうか。 

○学校教育課長（藏薗孝一君） 不登校生徒の中学

校卒業後の進路先についてお答えします。 

 令和元年度の３年生の不登校生徒は６人でした。

進路先は、公立高校の通信制が２人、私立高校の通

信制が１人、就労支援施設入所が２人、家事手伝い

が１人となっております。令和２年度の３年生の不

登校生徒は８人でした。進路先は、公立高校が６人、

うち通信制、定時制が２人、私立高校が２人となっ

ております。令和３年度の３年生の不登校生徒は10

人でした。進路先は、公立高校が６人、うち通信制

が３人、私立高校が３人、うち通信制が２人、全日

制の専門校が１人となっております。 

 不登校生徒に対する進路指導については、各中学

校で進路指導部が中心となり、各関係機関との連携

を図りながら、当該生徒に合った教育方針や学習環

境を踏まえた上で、各家庭との教育相談を通して、

望ましい進路選択に向けての取組に努めているとこ

ろでございます。 

○10番（東 育代君） ただいま答弁をいただきま

した。 

 卒業をして、進路選択についてはこういう形で送

り出したということですよね。私が気にするのはそ

の後なんですよね。 

 昨今、ニートやひきこもりが社会問題となってい

ます。逆に、この方々の義務教育修了後の学校生活、

不登校とは無関係だったのかどうか。社会生活はど

うだったのか。卒業生を一人ひとり追跡ではなくて、

小・中学校で不登校や不登校傾向であった児童生徒

など、気になる子どもたちが進級した先で学校生活

を楽しんでいるのかどうかの追跡も必要ではないか

と思います。 

 縦割りだけでなく横との共通認識も重要ではない

でしょうか。時間軸を広げた調査なども求められる

と思っておりますので、このことについては今後の

課題として、またきちっと取り組んでいただければ

いいかなと思っているところです。 

 次に行きます。 

 教育委員会事務事業点検評価結果報告書を見せて

もらいました。重点施策に関連する主な事務事業の

一覧の中で、学校経営の充実、事務事業の概要、学

力向上及びいじめや不登校ゼロを目指すとあります

が、事業の成果課題評価のところに不登校に関する

文言はありません。 

 外部評価について、行政評価委員会、一部地域に

精通されておられる方だと思うんですが、委員から

の意見はなかったのでしょうか。 

○学校教育課長（藏薗孝一君） 行政評価会議委員

からの不登校支援の意見についてであります。 

 これまで不登校に特化した意見が出されたという

ことはありませんが、平成23年度のスクールカウン

セラー配置事業に関する協議の中で、不登校に関連

する御意見がありました。 

 委員の主な意見としては、「児童生徒を取り巻く

環境はますます複雑化、多様化しており、教育相談

の必要性が高まっている」というものや、「スクー

ルカウンセラーの配置により、心の安定、子育ての

不安解消、生徒指導面でのアドバイスなどの成果が

見られており、今後も重点的に推進していく必要が

ある」というような意見がございました。 

○10番（東 育代君） ただいま答弁をいただきま

した。 

 外部評価について、行政評価会議委員というのは

一番地域に精通されていらっしゃる方々です。その

方々が、やはり不登校について問題意識を抱えてい
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らっしゃらないというのは少し寂しいのかなあとい

う思いもします。意見がないということについては

少し残念な思いがします。 

 なぜここでこういうふうに取り上げたかといいま

すと、８月６日にいちきアクアホールで「あなたの

そばで県議会」が開催されました。市外から出席さ

れた方が、「この会場はなぜに出席者がこんなに少

ないのか」と発言があり、市民の市政への関心の低

さに苦言がありました。 

 大事な行政評価会議委員のメンバーの選出に当た

っては、委員に何を求めるのか、年代や性別、ある

いは任期の見直しなどいま一度整理されて、新しい

風を取り入れる方法も検討されたらと思います。人

材バンクの登録者を増やすなど、登用の方法を整理

することで市民の市政への意識が高くなるのではな

いかと思います。 

 今後の検討課題として取り組まれることを切望し

ておりますが、いかがでしょうか。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 行政評価会議委員

につきましては、教育に関し学識経験を有する者の

中から、毎年、教育委員会が選出し、委嘱をしてい

るところでございます。 

 行政評価会議は教育分野全般にわたり御意見、評

価をいただく会議でございますので、特に若い年代

からの人材選出をはじめ、女性、学校教育及び社会

教育に識見を有する方々から意見等をいただくこと

ができるよう、選出に当たりましてはその選出の在

り方等について教育委員会でも検討してまいりたい

と思います。 

○10番（東 育代君） ただいま答弁いただきまし

た。 

 毎年選出していると。毎年選出しているのに顔ぶ

れがあまり変わらないと。長い人は本当にもう10年

以上、それ以上の方もいらっしゃいますので、私が

申し上げるのは、任期の見直しなどいま一度整理さ

れて、新しい風を取り入れる方法も検討していただ

きたい。ここを望んでおりますので、ぜひ今後の課

題としていただきたいと思います。 

 次に、校内教育支援センター、校内フリースクー

ルを早急に設置すべきではないかについて伺います。 

 令和４年６月に文部科学省の不登校に関する調査

研究協力者会議による報告書がまとまり、「文部科

学省が今後の不登校児童生徒への学習機会の支援の

在り方について、教育委員会や学校等に通知した」

と記事がありました。その一つに、教育機会確保法

に関する基本方針の学校現場への周知、浸透につい

て示されております。 

 市には教育支援センターが設置されています。教

育支援センターの登録者は、平成22年度からの推移

では年々増加傾向にあります。ただ、令和３年度は

コロナの影響でしょうか、登録者、利用者数、いず

れも減少です。資料を見せていただきましたが、令

和３年度不登校児童生徒62人に対して、教育支援セ

ンターの登録者12人ということでございます。 

 不登校児童生徒数に対しての教育支援センターの

利用割合についてですが、この登録者数は12名、そ

の中でも利用状況は4.2人から4.8人とあります。不

登校62名、登録者12名、その中でも４、５人しか利

用していない現状をどのように認識されているのか、

課題を整理されてはいかがでしょうか。 

○教育長（相良一洋君） 令和３年度、教育支援セ

ンターの平均利用者数は年間を通じて4.4人であり、

前年度に比べてマイナス4.9人という減少傾向にあ

りました。これは新型コロナウイルス感染拡大によ

る影響と考えられます。 

 今年度においては、現在、登録完了の児童生徒が

10人、ほかに体験中の児童生徒もおりますので、今

後、登録人数が増加する見込みがあります。さらに、

６月、７月と漸次１日の利用者が増加している傾向

もありますので、２学期、３学期と利用者が増加し

ていくものと考えます。これに伴い、支援体制の強

化、充実に向けて取り組んでいるところです。 

 現在、支援員２名を配置し運営しておりますが、

今年度からは学校教育専門員も毎日訪問し、児童生

徒への学習指導や励まし、声かけ等を行っています。 

 教育支援センターに通う児童生徒は、学習面だけ

でなく、望ましい人間関係を構築する力も身につけ

なければなりません。教育相談やグループエンカウ

ンター等を通して個に応じた支援を充実させ、学校

復帰とともに、社会的自立を目指した支援体制に努
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めてまいります。 

○10番（東 育代君） 今、教育長から答弁いただ

きましたけれども、コロナの影響というのはあると

思うんですよね。であれば、どうすればいいのかと。

利用者が少ない。じゃあ、その先、どうすればいい

のかと。問題をきちっと整理されたほうがいいので

はないかと思います。 

 教育支援センターの支援員の先生方も一生懸命さ

れていることも重々承知しておりますし、本当に利

用した子どもたちは楽しんで行っていると。そして、

次のステップに進んでいるという成果が出ていると

思うんですね。でも、ここに行けない子どもたちが

まだまだ、言ったら令和３年度で62名のうち12名し

か登録もいないと。この現状を捉えたときに、この

市の教育支援センター、今までも何回か、「本当に

ここは大丈夫ですか」、「１か所で大丈夫ですか」

というふうに問題提起をしていると思いますので、

そこら辺の課題も少し、今後の整理されるべきこと

ではないかと思っております。 

 早期発見及び支援ニーズの適切な把握のためのス

クリーニング及び児童生徒理解支援シートを活用し

たアセスメントの意欲的な実施も国のほうで示され

ております。不登校への対応について協議してきた

文部科学省の協力者会議が、教室とは別の場所で学

習指導や相談支援を実施する校内教育支援センター

の設置を促すことを盛り込んだ報告書のまとめがあ

ります。「不登校兆候のある早期段階では、学校内

に安心して心を落ち着ける場所があり、児童生徒の

ペースで個別の学習支援や相談支援を行うことがで

きれば学習意欲の回復も期待できるなどとして、教

育委員会主導の下で設置を拡大することを求めた」

とあります。 

 特に不登校児童生徒の多い学校については、校内

教育支援センター、校内フリースクールを早期に設

置すべきではないかと思っているところでございま

すが、いかがでしょうか。 

○教育長（相良一洋君） 校内教育支援センターは、

現在、全国的にも徐々にその広がりを見せつつあり

ます。メディア等でも取り上げられておりますが、

そのメリットとしては、校内に設置されるという点

において、担任が生徒の様子を見に来ることができ

るため、手厚いサポートが可能となる点が挙げられ

ています。しかし、取り組んでいる学校の多くが専

任教員やスタッフの加配がなされない状況の中で運

用しているため、学校運営上、大きな支障となって

いるのが現状のようです。 

 このように、校内フリースクール設置に伴う加配

の配置等がない状況においては運営上の課題が大き

いと考えております。これまでも、各学校において

は不登校児童生徒が登校した際に、空き教室や保健

室等で、当該児童生徒が安心して過ごせる場所を確

保して対応しているところです。 

 以上のことから、現時点においては各学校におけ

る空きスペースを有効活用し、不登校児童生徒が安

心して過ごせる学校内の場所を確保した上で、教育

支援センター等の各関係機関と連携を図り、支援体

制を充実させるよう努めているところであります。 

○10番（東 育代君） 加配が必要であり、運営は

難しいと。これはやはり、今度は市の財政支援がな

いといけないということですよね。 

 ここになるとやっぱり市のほうで、市長のほうで、

ここら辺について子どもたちをどこに据えるかとい

うことももう一回、きちっと整理していただきたい

と思います。 

 先ほども述べましたが、最初に学校に行きづらい

と感じ始めたきっかけについてのアンケートでは、

先生のことや友達のこと、あるいは体のこと、いろ

いろありますけれども、特に人間関係については３

割ということでございます。 

 これまでも保健室登校、あるいは図書室登校、多

方面での支援がなされたことは承知しています。不

登校児童生徒の多い学校、大規模校などの支援の方

法は異なると思いますが、大事なことは、子どもた

ちの居場所があることだと思っておりますので、こ

こについても、今後、何とか進めていただきたいと。

そして、その後、また教育支援センターに行ってき

ちっと受けられる、その体制、システムづくりも必

要ではないかと思うんですが、いかがでしょうか。 

○教育長（相良一洋君） 今、校内の教育支援セン

ター、または、今ある市の教育支援センター、学校
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との連携をどのようにして組織を構築していくか、

今後の課題でもあるというようなことは十分承知し

ております。 

 今の現状を、各小・中学校ごとに課題をしっかり

捉えて、また、今後の対策を研究していかないとい

けないことだろうと思っているところです。 

○10番（東 育代君） しっかりと課題を捉えて検

証していただきたいと思います。 

 ただ、現実として不登校児童生徒が県内では多い

と、そして、増加傾向にあるというこの現実だけは

捉えていただきたいと思います。 

 次に、タブレット端末の有効利用について伺いま

す。 

 ８月13日の新聞記事に、「長期休みで初の試み」

とありました。タブレット端末を持ち帰り、紙ベー

スは昨年の半分とし、残りはデジタルドリルを利用

と、積極的に活用されている県内の小・中学校の紹

介記事がありました。 

 本市でも、コロナで登校できない児童生徒へのＩ

ＣＴを活用したオンライン学習支援、タブレット端

末を自宅に持ち帰る体制整備など検討されているこ

ととは思いますが、学校ごとの取組によって学習環

境に格差が生じないように望んでいます。 

 そこで、国は、感染症予防拡大や非常時に学びの

場を保障するため、タブレット端末を自宅に持ち帰

る体制整備を求めておりますが、本市の現状と今後

の方向性を伺います。 

○教育長（相良一洋君） タブレット端末を自宅に

持ち帰る体制整備における本市の現状と今後の方向

性についてであります。 

 現在、通常時においては、全小・中学校で児童生

徒の情報端末を持ち帰らせることができるようにな

っています。新型コロナウイルス感染症等で欠席が

続いた児童生徒に対して、担任が情報端末を家庭に

届け、オンライン授業を実施した学校が７校ありま

す。また、宅習課題として、児童生徒が英語の発音

練習をしている場面や体育のラジオ体操をしている

場面などを自分で動画撮影し、担任にオンライン上

で提出させている学校は４校あります。また、新型

コロナウイルス感染症による学級閉鎖のため、全学

年３日間のオンライン授業を実施した中学校もあり

ます。 

 今後は、市教育委員会として、全ての学校におい

て、学校の実情に応じて持ち帰り学習や非常時にお

けるオンライン授業の準備を進めていけるよう、指

導していきます。 

 その際、情報端末を活用して学習することや、情

報端末を持ち帰って学習することの意義、使用時の

約束事項、非常時になったときの操作方法等を、子

ども、保護者、職員で共通理解することについても

併せて指導していきたいと考えております。 

○10番（東 育代君） ただいま答弁をいただきま

した。 

 コロナで学級閉鎖があったところには対応してい

たと。オンライン登校、オンライン７校ということ

でございましたが、やっぱりここができるところ、

できないところもあったわけですので、学校ごとに、

あるいは学習環境に格差が生じないように今後取り

組んでいただきたいと思っているところです。 

 もう少しお聞きしていきます。 

 「不登校への対応について協議してきた文部科学

省の協力者会議が、オンラインで対応する不登校児

童生徒支援センターの設置の提案」という記事があ

りました。少し紹介しますが、熊本市では、市長か

らは「誰一人取り残さないという言葉をまさに制度

として早急につくり上げる」、教育長のメッセージ

では、「学校への登校が厳しい児童生徒への学習支

援として、教育ＩＣＴを活用したオンライン学習支

援を行います。来年度から本格実施に向けて、今年

度はオンライン学習体験を行います」と紹介記事が

ありました。 

 背景には、「2020年のコロナ禍による一斉休校で、

市内全ての小学校でオンライン授業を実施、学校へ

の登校が厳しい児童生徒への学習支援として教育Ｉ

ＣＴを活用したオンライン学習支援を開始した。学

校再開後もオンラインの学習支援を行った。すると、

その生徒は放課後に顔を出すようになり、登校でき

るようになった」とありました。 

 既に不登校になっている児童生徒への支援につい

ては、オンラインを活用した学習支援や体験活動に
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取り組む自治体も増えてきているようでございます。 

 本市でも、９月の補正予算で教育支援センター情

報機器整備事業として150万円が計上されておりま

す。「ＩＣＴ教育環境を整えるため、タブレット端

末を整備」と説明があります。 

 学校への登校が厳しい児童生徒への学習支援とし

て、教育ＩＣＴを活用したオンライン学習支援、不

登校児童生徒支援センターについても併せて検討さ

れたらいかがでしょうか。 

○教育長（相良一洋君） 不登校児童生徒に対する

教育ＩＣＴを活用したオンライン学習支援について

であります。 

 これまでに、不登校児童生徒に対して担任が情報

端末を家庭に届け、オンラインによる授業を実施し

た学校が１校あります。また、夏季休業中の学習課

題を動画撮影し、ロイロノートで提出させている学

校も１校あります。 

 オンライン授業を実施した学校からは、「教室で

授業を受けているときと同じように授業に参加し、

オンラインで友達と会話しながら、学級の友達との

つながりができた」という成果が報告されておりま

す。また、学習課題をロイロノートで提出させた学

校からは、「子どもが生き生きと学習に取り組んで

いる姿を映像で確認しながら、学習の成果を教師が

的確に評価できた」という報告がなされています。 

 不登校の子どもも一人ひとり置かれた状況が違い

ますので、市教育委員会としては、学校が当該児童

生徒の実態に応じた指導の在り方を不登校対策委員

会等で十分検討した上で、オンラインの学習支援を

行っていけるよう指導してまいりたいと考えており

ます。 

○10番（東 育代君） オンラインの不登校学習支

援ということでありますけれども、なかなか学校で、

あるいは子ども一人ひとりに対してというのは厳し

い状況ですよね。学校ごとに取り組むというのも厳

しいですよね。と思うんですよね。担任の先生方が

その子どもたちに対して一人ひとりオンラインでと

いうことは難しいと思うんですね。 

 先ほどちょっと述べたのは、教育支援センターの

ほうに１人専門の先生がいらっしゃれば、今度はそ

の教育支援センターの中で不登校の子どもたちに対

する不登校児童生徒支援体制というのも取れるので

はないかという思いがしての質問でございます。 

 教育支援センター内に教育ＩＣＴを活用したオン

ライン学習支援、不登校児童生徒支援センター、い

かがでしょうか。 

○教育長（相良一洋君） 教育支援センター内でタ

ブレット端末を活用して子どもたちにオンライン授

業ができないかというようなことですよね。 

 このことについては、教育委員会でも、今、タブ

レットを購入して、そして、教育支援センターの子

どもたちにもそういう授業が展開できないかという

ことを検討しておりますので、今後、いろんな組織

的なこと、学校との連携を図りながら研究して、で

きるだけ子どもたちの要望に応えられるように計画

を推進してまいりたいと考えております。 

○10番（東 育代君） いろいろな選択肢があると

思うんですけれども、やはり不登校の児童生徒を減

らす、ここですので、この子どもたちの居場所をつ

くる、そして、学校復帰を促す、ここをきちっと整

理していただきたい。そして、取り組んでいただき

たいと。このままどんどんどんどん増えていけば、

本市は本当に元気がなくなると思うんですね。そこ

を何とか打破していただきたいと思っております。 

 最後に市長にお聞きします。 

 教育委員会事務事業点検評価結果報告書の中に、

学校経営の充実、学力向上及びいじめ、不登校ゼロ

を目指すとあります。 

 先ほど述べましたが、不登校児童生徒への支援と

対策は学校だけではできません。時代を先取りした

取組、未来を担う子どもたちへの投資も重要ではな

いでしょうか。 

 本市の義務教育課程での学校生活が子どもたちの

生き方を豊かにし、いちき串木野市民でよかったと

胸を張って言えるよう、さらには、よき納税者とな

るよう、子どもたちの今を支える仕組みづくりを願

っているところですが、不登校児童生徒の支援と対

策について、最後に市長の見解をお聞きしたいと思

います。 

○市長（中屋謙治君） 壇上からも申し上げました。
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残念ながら、今、62人という子どもたちが苦しんで

いるわけです。62人、学校に行きたくても行けない。

あるいは中には無気力、無関心という、どこに解決

策があるのか大変難しいケースもあります。 

 私は壇上から申し上げましたが、これまでのアプ

ローチ、果たしてこれでいいのか、違う側面がある

んじゃなかろうか、もう一回考え直してみようじゃ

ないか。今、教育支援センター、それから学校教育

専門員、スクールソーシャルワーカー、スクールカ

ウンセラー、いろんな形でもって、これまでどちら

かというと手段の議論をしてきたような気がするん

です。いま一度原点に立ち返って、我々は何を目指

すべきなのか、あるいは学校の目的って何なんだろ

うか。子どもたちはこれから成長して大人になって

いきます。社会人になっていきます。一人の大人と

して、社会人として自立して生きていける、それに

必要な知識であったり経験であったり体力であった

り、こういうものを学ぶのが学校だと思うんです。

それがついつい手段の議論になってしまっている。

あるいは、我々はどうしても大ぐくりで話をしてし

まいます。 

 教育支援センター、果たして万能か。62人不登校

の子どもがいれば、62人のカルテがあって、そして、

62通りの処方箋が必要だと思うんです。その原点を

いま一度立ち返って、何が足りないのか、どういう

アプローチが必要なのか。壇上から申し上げました、

いま一度学校の教育の目的、そして、学校教育だけ

なんだろうか。社会教育の側面はないか。基本的な

家庭生活、社会生活ができる、その基本を親がしっ

かりと子どもにしつけができているか。あるいは一

生懸命頑張らなければという姿、背中を親が子ども

に見せているか。そういった社会教育の面もあるん

じゃなかろうかと思っております。 

 そういった意味で、繰り返しになりますが、いま

一度これまでの取組を点検しながら、何が必要なの

か、どういうアプローチが必要か、そして、一人で

も子どもたちが立派な大人になって自立した社会人

になれるような学校教育の在り方、何が大事かとい

うことをいま一度考えて議論していったらと、この

ように教育委員会のほうに指示をしたところでござ

います。 

○10番（東 育代君） 最後に市長の力強いお言葉

をいただきました。これからの子どもたちの一人ひ

とりに寄り添った政策を期待したいと思います。 

 これで一般質問の全てを終わりたいと思います。

ありがとうございました。 

○議長（濵田 尚君） 次に、中村敏彦議員の発言

を許します。 

   ［８番中村敏彦君登壇］ 

○８番（中村敏彦君） おはようございます。 

 個人的な話ですが、病気治療のために一昨年の９

月議会以来の一般質問となりますが、通告に従い、

まずは人口減少対策について伺います。 

 先ほどの同僚議員の質問に対する市長の熱い答弁

がありましたので、引き続き、そういう議論ができ

ればと思っております。 

 一昨年の出生数84万人、昨年が81万人、さらに今

年の上半期は40万人を切り、過去最低を更新する見

通しと報道されました。本市の少子化と人口減少率

は、総合戦略で分析されたとおり、さらに深刻な状

況と言わざるを得ません。 

 少子化について、昨年５月30日付の南日本新聞社

説は、「新型コロナ感染拡大による経済情勢の悪化

や、通院や里帰り出産に不安が生じたことで妊娠控

えが起きていること、コロナ禍で妊娠出産に臨む人

たちを支援するとともに、コロナ収束後を見据えた

具体的な少子化対策に取り組むべき」と訴えており

ます。 

 コロナ対策にとどまらず、各自治体は、国立社会

保障・人口問題研究所の人口減少カーブを克服すべ

く、しのぎを削っております。中屋市長誕生後、昨

年12月、本年３月、そして６月議会、合計25議員が

一般質問に立ち、実にその３分の１が人口減少対策

に触れております。それほど市民の関心の高さを示

していると思いますが、改めて人口減少社会に対す

る市長の基本的な考え方をお伺いして、ここでの質

問といたします。 

   ［市長中屋謙治君登壇］ 

○市長（中屋謙治君） 中村敏彦議員の御質問にお

答えをいたします。 
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 人口減少社会に対する基本的な考え方についてで

あります。 

 私は、この人口減少社会への対応は、極論すれば、

国・地方を通じた少子化対策、この一言に尽きると

思っております。 

 先ほど議員のほうからもありました、令和３年の

人口動態統計が先般発表をされました。我が国の令

和３年の出生数は81万1,601人ということでありま

す。合計特殊出生率1.30、こういった数字でござい

ます。 

 これは、国立社会保障・人口問題研究所、いわゆ

る国の機関が将来人口推計を出しておりますが、こ

の推計を６年も前倒しをするという、これまでの推

計値より６年前倒しで急速に少子化が進んできてお

ります。そして、一昨年来のコロナによって婚姻数

が極端に少なくなってきております。すなわち、今

の社会からしますと、結婚の組数が少なくなるとい

うことはおのずと出生数も少なくなるということで、

今後、このコロナ禍による婚姻数の減少も加わって、

さらなる出生数の減少につながることが危惧されて

いるところでございます。 

 改めて申し上げるまでもなく、このまま少子化が

進行していきますと社会経済に重大な影響が及ぶわ

けであります。社会保障制度の持続可能性、あるい

は経済の先行きが大変不安だ、労働力不足によりま

す経済成長も減速するであろう、現役世代の負担も

ますます増加していくであろう、さらには私ども地

方においてコミュニティの崩壊ということも懸念さ

れる、大変深刻な事態が少子化によって懸念される、

こういうことであろうかと思います。 

 そういうことで、国のほうでは、あるいは一部機

関では「国家存亡の危機」とかいう言い方もされて

おります。私は、今や少子化問題というのは一地方

の問題ではない、我々地方だけの問題ではない、国

民共通の重大な危機であり、国家存亡の危機、そし

て、今、防衛議論というのが盛んにされております

が、少子化というのは国の静かな有事だと。有事も

二つあって、静かな有事というのが少子化だと、こ

ういうふうにも言われております。 

 これまで現在の少子化の原因、あるいはその背景

について様々なところで議論がなされてまいりまし

た。そして対策も取られてきましたが、残念ながら

十分な効果が得られたとは言えない、こういう状況

にあろうかと思っております。 

 中でも、少子化の大きな原因とされます非婚・晩

婚、結婚しない人が増えている、あるいは結婚する

のであっても従来からすると年齢がいってからの結

婚、いわゆる非婚・晩婚は、経済的な不安や出会い

の機会が少ない、こういったことが大きな要因だと

言われております。 

 アンケートによりますと、若い世代のほとんどが

いずれ結婚するんだということを希望しながらも、

それがかなえられない現状もあります。数字で申し

上げますと、生涯未婚率、50歳に至るまでに１回も

結婚しない方が、直近のデータで、これは2020年で

すので２年前の数字になりましょうか、男性が28％、

女性が18％という方が結婚をいずれしたいと思って

いたけれどもそれがかなえられない実態があるんで

すと。 

 少子化解消は教育や社会保障制度、あるいは雇用

の問題、幅広い分野に関わる大きな課題であります

が、私は、本市において、でき得る限り取れる対策

を考えていくべきであろうと。すなわち、未婚・晩

婚対策のみならず、子育て、医療、福祉、そして教

育、市民生活の面は大丈夫か。あるいは雇用や産業、

公園整備、こういった様々な分野における、これか

らの社会を担っていくであろう子どもたちを真ん中

に据えてと。 

 こども家庭庁というのが発足をいたします。子ど

も真ん中社会というのを言い始めております。こう

いった意味で、私どもはこれから若者と子どもを真

ん中に据えた形の取組が求められるのではなかろう

かと思っております。こうした取組が本市の特色と

して我が市の魅力を高め、住んでみたい、そして住

んでよかったという我が町への誇りと愛着、そして、

市民の満足度向上につながっていくという流れでは

なかろうかと思っております。 

 こうした取組を進めることで人口の流出に歯止め

をかけ、そして、外部からの移住・定住も促進され

る、こういった人口問題への取組につなげていけれ
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ばと思っているところでございます。 

○８番（中村敏彦君） 市長答弁の最後のほうで言

われました、市長マニフェストに沿った様々な政策

を提案されております。 

 そのことについて、先ほど申し上げました25名の

議員それぞれで質したところでありますが、それに

対する市長のこれまでの答弁で、「広聴機能を高め

て市民ニーズを把握し政策に反映する」ということ

を繰り返し答弁されております。 

 そこで伺いますが、先に紹介しました新聞社説は、

内閣府調査の国際意識調査で、日本人回答者の６割

が、日本は子どもを産み育てにくい国と答えており

ます。一方で、ヨーロッパ諸国では逆に８ないし９

割が産み育てやすい国と答えていると紹介しており

ました。 

 令和２年12月議会、同僚議員が人口ビジョンと実

際の人口数の乖離の原因について質したところ、答

弁としては、「出生数の減少が原因である」と答弁

されております。さらに、出生数の減少の最大の要

因については、昨年３月策定の総合戦略で、若い世

代の流出が多いこと、その原因は、公園、スポーツ、

レジャー施設が整っていないというアンケート結果

に基づく分析がなされており、まさしく国際意識調

査と同様に、本市も子どもを産み育てる環境が不十

分であると言わざるを得ないと思います。もちろん

市長もそのことを認識の上で先ほど答弁されたと思

います。 

 市長は現在の市民の意識、行政への期待をどのよ

うに把握され、どのように認識されているか、再度

伺います。 

○市長（中屋謙治君） 私はこれまでも、市政運営

の中で、やはりスタートは市民の皆さん方の意見を

聞くこと、これが行政のスタートであろうというこ

とで、広聴機能の充実というお話をさせていただい

ていると思います。市民の意見やニーズを把握する

ための広聴機能であります。 

 話はちょっとずれますけれども、我々の行政の目

的をいま一度振り返って考えてみたときに、これも

極論ですが、私は二つだということを申し上げたこ

とがあると思っております。行政の役割として、一

つには、市民に夢や希望を持ってもらう、そして、

それを行政としてどういう形で支援ができるか、こ

れが一つであろう。もう一方で、日々の生活の中で

不満や不安、悩み、苦しみ、一人で抱えきれない問

題について、行政が一緒に寄り添って解決策を考え

て、そしてどんな手助けができるか。極論すると、

我々の行政、あるいは政治といっていいでしょうか、

目的としては、この二つに収れんするのではなかろ

うかと思っております。 

 市民に夢や希望、生きがいを持って明るく前向き

に頑張ってもらえるように、行政としてお手伝いを

すること。そしてもう一つ、一人で抱え切れない問

題を行政も一緒になって解決策を考えて、そして一

緒に取り組むこと、この二つであろう。これは行き

着くところ、皆さん方の夢や希望、あるいは不安や

不満を聞くという、ここから始まるであろうという

考えでございます。 

 そういうことで、広聴機能の充実の具体的な取組

として、今年の４月から、まずはコロナ禍というこ

とでなかなか直接お会いすることができない状況で

あります。そういうこともありまして、ホームペー

ジ上で「市長へのご意見箱」という、どなたでも自

由に、先ほど申し上げたような意見を出す場を設け

たところでございます。 

 なかなか面と向かって言いづらい、あるいは自分

の名を名のって意見を言うことがはばかられる、こ

ういったものも結構ですという形で、市のホームペ

ージ上に「市長へのご意見箱」というのを設けて、

皆さん方からいろいろ御意見を受け付けております。 

 そして、やはり直接面と向かってというのが一番

の意見を聞ける場だと思います。コロナがどうして

も気になる部分があります。どういった名称がいい

のか。市長公聴会とか聴く会、そういう名称になろ

うかと思いますが、各種団体、いろんな皆さん方と

直接お会いをして、そして、生の声、現場の生活実

態、こういうものをしっかりと把握する。これが行

政のスタートであろうと思っております。そういう

意味で広聴機能の充実。 

 そして、事あるごとに私は職員に申し上げており

ます。我々が目指すべき市役所というのは、何だか
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んだ言っても、やはり最後は市役所が頼りになる市

役所でないと駄目だよ、頼りになる市役所を目指し

ていこうではないかと、そういうことを申し上げて

いるところでございます。 

 これであってもやはり原点、スタートは、市民が

どんなことを考えて、どんなことに苦しんでいらっ

しゃるのか、ここをお聞きする、把握することから

スタートであろうと思います。 

 こういうことで、なかなか思うような活動はでき

ておりませんけれども、広聴機能の充実に取り組ん

でいきたいと思っております。 

○８番（中村敏彦君） 本当に大事なことだと思い

ます。 

 あえて申し上げますと、合併直後の他市に先駆け

て実施したいわゆる未来の宝子育て支援、経済的支

援ですね、これは本当に間違いなかったと思います。 

 ただ、先ほど質問した同僚議員が絶えず切れ目の

ない子育て支援を訴えておられましたが、なかなか

スピード感やタイミングが合わなかったのではない

かなという思いがしております。 

 これについてはまた改めてするとして、これまで

の中屋市長の答弁の中で、２番目に移りますが、

「競い合いではなく、市民の満足度を高める」とい

う市長の考え方に関しては、私もちょっと新聞の切

抜きを持っていましたので、先ほど紹介した国立社

会保障・人口問題研究所の林玲子副所長がこんなこ

とを言っていました。「少なくとも1970年代は食料

問題やエネルギー環境負担等を念頭に、政府にとっ

ても人口減少は望む未来であった。人口規模に合っ

た社会制度をつくるべきだ」ということを昨年の新

聞記事で目にしました。 

 市長の、市民満足度を上げることが結果として人

口増につながるという考え方を理解するものであり

ますが、その上で質問をいたします。 

 冒頭の答弁の中で公園整備も言われましたので、

長崎鼻公園の再整備について、私は、平成30年６月、

令和２年３月議会で水俣市を参考に申し上げたこと

があります。水俣市がエコパークを開設した平成19

年、それ以前の10年間は、実は人口減少率、合計特

殊出生率ともに本市が優位でありました。しかし、

残念ながら、このエコパークができてから以降は二

つとも本市が劣っているということを紹介しながら、

早急な公園整備が必要ではないかということを求め

てまいりましたが、そのことで整備方針が決まりま

したので、現段階での計画内容と進捗状況について

伺います。 

○都市建設課長（吉見和幸君） 長崎鼻公園の再整

備につきましては、令和３年度に実施いたしました

基本構想で、公園の利用者へのアンケートの実施を

行うとともに、土地利用状況調査及び法規制などの

計画上の課題を整理しております。 

 基本構想で実施したアンケートを基に、ちびっこ

広場や多目的ゾーンなど複数のゾーニングを行って

おりますが、施設整備費や整備期間、完成後の管理

形態も含むランニングコストなどが課題と捉えて、

エリア全体の中で補助金や市債、そして、民間資金

活用など効率的な財源区分が図れるよう、庁内委員

会にて検討を行っております。 

 この中で、特に海浜児童センター周辺を中心に、

工事着手から完成までを短期間で行えることや、管

理形態、事業費の平準化の観点から、民間資金の活

用も選択肢と考え、現在、サウンディング調査にて、

参入意欲も含め、意見調査を行うこととしていると

ころでございます。 

○８番（中村敏彦君） このことについては、昨年

12月に同僚議員が質問しております。 

 そのときの民間活用ということは、つまり設計整

備と運営、これに関して民間活用を考えているとい

う受け止めでいいですかね。 

○都市建設課長（吉見和幸君） 民間事業者等の資

金やノウハウも活かした施設整備、管理運営という

ことで、いわゆるＰＦＩ方式の導入を検討している

ところでございます。 

 具体的には、基本構想でゾーニングされた一部の

区域、特に平場でございます海浜児童センター周辺

において、屋内施設など建築物を想定するエリアに

おいて、民間事業者が施設等の設計・建築を行い、

建築後は施設を市に権利を譲渡する、その後、施設

等の維持管理を民間業者が行うことができないかと

いうようなところを検討しているところでございま
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す。 

 このためには、民間業者の意向も不可欠でござい

ますので、まずはサウンディング調査を行い、併せ

て、補助金、市債を活用し実施する方法と比較検討

をしてまいりたいと考えているところでございます。 

○８番（中村敏彦君） 今朝の朝日新聞に載ってい

ましたね、都市公園の再生について。官民連携が、

いいところもあれば悪いところもあるというような

内容。完全に読んできていませんが。 

 整備と運営に関する民間活用と受け止めて、その

上でちょっと提案なんですが、いつも議会で問題に

なる、例えば、薩摩藩英国留学生記念館の近くの危

険廃屋、要するに景観を損ねるあの問題がいつも話

題になりますが、それが懸念されるグラウンドの北

側に危険廃屋がございます。多分、担当課には近隣

の住民から要望やら行っていると思うんですが、そ

の活用や、阿蘇ファームランドや東京オリンピック

を境に北部九州のホテルで結構はやっているキッズ

ボルダリング、それをホテルアクシアくしきのの少

し利用が減っている広間を活用して設置したり、で

きたら市が進めようとしている健康増進、全天候・

全世代型のコンセプトに合うのではないかなという

思いがするんですが、検討できないかを伺います。 

○都市建設課長（吉見和幸君） 長崎鼻の再整備事

業の区域としましては、都市公園である長崎鼻公園

と隣接します串木野体育センター及び駐車場を含む

約９万5,000平方メートルで検討を行っております。

したがいまして、隣接の民有地のところにつきまし

ては、現在、構想の中には入っていないところでご

ざいます。 

 今後、計画をつくるに当たりまして、先ほど申し

ました民間のノウハウ、そういったものを活用して

いきたいと考えておりますので、現在のところは検

討には入っていませんが、また今後、隣接するホテ

ルアクシアくしきのとの連携等もございます。広い

意味で全体的な計画をつくった上で、それぞれの施

設を有効に使えるようなものとしていきたいと考え

ているところです。 

○８番（中村敏彦君） ぜひ検討に加えていただき

たいと思います。 

 ８月10日のＭＢＣ「てげてげ」で、タレントの竹

之内雄太さんが各地の海水浴場を巡って、長崎鼻プ

ールにも来て、海岸近くで海水を利用したプールは

県内で一つだということを褒めてくれました。紹介

してくれました。本市の貴重な財産だと思っており

ます。 

 かつてプールと公園、児童館、それに国民宿舎も

絡んで、夏休み期間中は、市民はもとより、多くの

近隣市町村の子どもたちが集う場所でありました。 

 ぜひとも市民ニーズに合致した早急な公園整備が

期待されますけれども、市長の思いを伺います。 

○市長（中屋謙治君） これまで長崎鼻公園は、今

述べられたような人の集う場所であったわけです。

残念ながらそういう状況が薄れつつある。そして、

施設もそれぞれ老朽化しつつあると。こういう中で、

長崎鼻公園再整備、リニューアルをしようではない

かということで、数年前から作業に入っているわけ

でございます。 

 少し時間はかかっております。しかしながら、先

ほど申し上げましたように、本市の特色、そして魅

力がこれからの本市の大切な財産になるんだという

考え方で、少々時間はかかっておりますけれども、

言葉が適切かどうか分かりません、本物といいまし

ょうか、他市にあるからそれをそのまま持ってきて

ということではなくて、本市ならではのそういった

考え方の中で、そして、一方では財源の制約等々も

あります。民間活用をうまく使えないのか、あるい

は造った後の維持管理という観点での検討も必要だ

ということで、今、課長から説明しましたようなＰ

ＦＩを含めた形の運用の在り方、整備の仕方、こう

いうことも検討しているところでございます。 

 引き続き、早急な整備に向けて取り組んでまいり

たいと思います。 

○８番（中村敏彦君） 何事もスピード感が大事だ

と思いますので付け加えておきます。 

 通告の３番目に入ります。 

 これも総合戦略の中にもありますのであえて言い

ますが、直近、平成27年の県統計によりますと、本

市から市外へ通勤・通学している市民は4,990人と

なっております。いかに若者の働く場の確保、その
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ための企業誘致、育成が極めて重要であるかという

のを示していると思います。 

 これまで食のまちにマッチングする企業誘致が強

調されてきましたが、後期総合計画や１週間ぐらい

前に、ＭＩＮＡＴＯよりあいオフィスを紹介した新

着のジチタイワークスでは、ＩＴ企業の誘致をうた

っております。 

 そこで聞きますが、雇用創出が期待できる労働集

約型企業の誘致とＩＴに関する企業誘致の位置づけ、

まず一つ、それと、誘致を期待するＩＴ企業の業態、

いわゆるハード事業なのかソフト事業なのか通信事

業なのか、及び、実現の可能性について、３点伺い

ます。 

○企画政策課長（北山 修君） 企業誘致について

でございます。 

 雇用の場を創出し、特に若い世代の方々の流出抑

止や定住を図る上で、企業誘致は人口減少対策の中

でも大きな手段の一つであると考えております。 

 この新たな工業団地、今整備を計画しているとこ

ろでございますが、工業団地につきましては、本市

が食のまちを標榜しているということから、基本的

には食関連産業の製造業を業態とする企業の誘致を

想定しているところでございます。 

 しかし、これにこだわらず、例えば、ＩＴ関連の

製造業、事業所等からこの工業団地への進出の申出

がありましたら、その事業計画等を審査し、多くの

雇用が見込め、周辺への影響が小さいなど支障がな

ければ誘致することもあり得るのではないかと考え

ております。 

 誘致の実現性についてでございます。これにつき

ましては、これまでも直接、あるいは県の産業立地

課を通じまして、用地等を求める企業のお問合せ等

も複数あります。そのためにも、受皿としての工業

団地の整備を進める必要があるのではないかと考え

ております。 

○８番（中村敏彦君） 昨年の九州経済白書で「企

業誘致の好機である」とうたっておりますが、その

とおり、昨年の新聞紙上で見る、立地協定を結んだ

自治体が本当に南九州は多いなと思っております。

ぜひそういう働きかけをしていただきたいと思って

おります。 

 次に、進みます。 

 平成27年12月、移住・定住を促進する手段として、

市内事業所の全従業員の３割を超える市外からの通

勤者への定住促進策のＰＲを提案しました。 

 そのとき、当時市長は、「4,000人ほどおられる

みたいなので、その方々に期待して検討したい」と

答弁されておりましたが、串木野警察署前の朝夕の

通行量の多さ、そして、夕方の分遣所前から湯之元

の町なかまでの渋滞状況を見ると、西薩中核工業団

地内で働く方がさらに増えているのではないかと推

察するものでございます。 

 改めて、他市から通勤されている方々への定住促

進策のＰＲについて、どのように検討を実施された

か、伺います。 

○企画政策課長（北山 修君） 市内事業所に勤務

される市外居住の通勤者への定住促進策についてで

ございます。 

 令和２年の国勢調査によりますと、本市への流入

人口は4,658人となっております。主には鹿児島市

や薩摩川内市、あるいは日置市などからの通勤・通

学者となっております。 

 本市では、これまで定住促進補助や麓土地区画整

理事業等によりまして魅力的な宅地を造成するなど

定住促進のための事業に取り組んできており、通勤

者が定住できる環境づくりを図ってきておりまして、

一定の効果はあったものと考えております。 

 第２期総合戦略では、本市の産業基盤の強化を図

り、また、若者や女性が安心して働ける雇用環境の

創出、子どもを安心して産み育てられる環境整備、

そして、本市の魅力を高め、町への愛着と誇りを深

める、こういったことに取り組むこととしておりま

す。具体的には、先ほど申し上げましたＩＴ関連企

業の誘致であったり長崎鼻公園の再整備事業のほか

にも、子育て安心サポート事業であったり食のまち

ＰＲパートナー連携事業など、ハード、ソフト、そ

れぞれの事業に取り組んできているところでござい

ます。 

 こうした取組を進めることで、本市に通勤・通学

している方がいちき串木野市に住んでみたいと思っ
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ていただく、こういうことで定住につながっていく

ことを期待しているところでございます。 

 本市の取組、特に若い世代を対象にこうした取組

をＰＲし、いちき串木野市に住んでみたいと思って

いただけるよう、今後も取り組んでまいりたいと考

えております。 

○８番（中村敏彦君） 特に目新しいのはなさそう

ですが、先ほども答弁の中で市長が、「ホームペー

ジに首長への意見箱をつくった、アップした」とい

うことを言われましたが、正直言って、ホームペー

ジやら私もＬＩＮＥアプリにつないでアクセスして

いるんですが、そこにアクセスする人は興味を持っ

た人なんですね。例えば、いちき串木野に移住した

いけれどどんな条件があるんだろうと思う人はそこ

に来るんだけれど、それ以外、要するに4,600何名

と言われましたが、その人たちを押しなべてターゲ

ットにしていくにはもっとほかの方法があるんじゃ

ないかなと思ってちょっと調べたら、こんなのが見

つかりました。 

 移住体験ツアーはやっているんですが、これもそ

うですけれど、富山県砺波市は、子育てをしている

通勤者にいろんな勉強会をしたりしているので、こ

れにちょっとヒントを得たんだけれど、移住・定住

支援策をポスターにして、各事業所の従業員出入口

に貼らせていただくというのはどうなんだろうかと、

そしたらいろんな通勤してくる人たちが見てくれる

ので、「あ、串木野にはこげんことがあるもんじゃ」

といって興味を持っていただけるんじゃないかなと

思いました。 

 そこもぜひ検討課題にしていただきたいんですが、

ちょっと時間がありませんので次に移ります。 

 もう一つは、今度は逆ですね。平成３年12月に議

会で、岡山県の津山市を例に、津山市はインターシ

ップ制度、親子企業見学会、受験旅費支給などで若

者への定住支援策をしていることを紹介しました。

そのときの答弁は、「第２次総合戦略策定への反映

を検討したい」と答弁されておりました。 

 今回、高校卒業生の就職支援のためのモニター機

器購入費が補正予算に提案されておりますが、その

ほかにどのような支援策を検討されているか、お聞

きいたします。 

○市長（中屋謙治君） 若者の定住支援策というこ

とで、今、岡山県の津山市の例を御紹介いただいた

ところでございます。津山市の資料を見てみますと、

いろんな形で取組をされているようでございます。

学生のためのオープンジョブであったりとか企業説

明会、あるいは奨学金についても工夫をして、いろ

んな取組をされているようでございます。こういっ

たものを参考に、今後どういったものが必要かとい

うのは検討させていただきたいと思います。 

 少し話はずれますけれども、先々月、私は、港湾

の関係で、実は北海道のほうに出張する機会がござ

いました。その機会を利用して、かねていきたいな、

勉強したいと思っておりました東川町という、人口

が8,400人、旭川のすぐ隣、旭川空港に近い、条件

的には恵まれていると言えばいいんでしょうか、そ

ういうところでございます。30万都市の旭川市に隣

接して、そして空港に近いという恵まれた立地条件

でありますけれども、人口規模8,400人、そして、

町の税収は10億円に満たない団体規模の町でござい

ます。本市の人口規模、団体規模からしますとおよ

そ３分の１というところでありますけれども、かな

りユニークなといいましょうか、思い切った取組を

されておりますので、少し御紹介させていただけれ

ばと思います。 

 今後の取組に参考になればと思って、まず一つが、

ここは写真の町というのを早くから提唱されており

ます。もう35年になるんだそうです。 

 コンセプトとしては、写真写りのいい町、写真写

りのいいまちづくりをしよう、あるいは写真写りの

いい人づくりをしよう、そして、写真写りのいいも

のづくりをしましょうと。「写真」という一つのも

のを中心として人づくりとなりますと、これは社会

教育の面だろうと思います。心が表情に出ると言い

ますので、写真に写ったときにいい顔している人を

つくりましょうと。そして、まちづくり、あるいは

物づくりであっても写真に写って、「うん、なるほ

ど」と言ってもらえるものをつくろうと。こういっ

たコンセプトの下に、写真の町というのを提唱され

て、一番有名なところでは、写真甲子園というのを
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開催されております。全国の高等学校の写真部、写

真クラブ、地区予選を勝ち上がった学校が年に１回、

北海道に、たしか１週間ほどとお聞きしましたが、

ホームステイをしながら町なかを、先ほど申し上げ

た写真写りのいい人を探して、写真写りのいいもの

を探して、そしてコンテストをするという写真甲子

園ということで、写真の町を提唱され、もう35年に

なるんだそうでございます。 

 それと２番目が、これはたしか以前、ここでも御

紹介されたかと思います。国内で唯一、国内でたっ

た一つであります、町立で留学生向けの日本語学校

を設置されております。そして、授業料、寮費の半

分を町のほうで奨学金という形で助成されておりま

す。さらには、台湾とかタイとかこういうところに

留学生支援事務所を海外５か所設置されております。

こういった奨学金関係含めて、毎年、年間４億円の

経費を留学生支援という形でされております。 

 それから３点目に、旭川家具という、木工の家具

の関係では旭川というのはかなり有名なブランドな

んだそうです。この旭川家具の職人のおよそ３割の

方がこの東川にいらっしゃるということを活かして、

木工の町という取組をされております。 

 二、三紹介しますと、一つ目、赤ちゃんが誕生し

ます。そうしますと、この旭川家具で新生児に「君

の椅子」というプロジェクトを提供されて、ものす

ごく高級感のある心の籠もったお祝いをされており

ます。同じように、今度は中学生。中学生は３年間、

自分の椅子を、席替えはもちろん、１年から２年、

２年から３年と進級するとき、その自分の椅子を持

っていく、そして、卒業記念にその椅子を自分で持

ち帰るということをされております。 

 ある女性の話ですが、この中学校で使った椅子を

嫁入り道具に持っていくんだと、そんな話をされた

そうでございます。 

 さらには建築家の隈研吾さん、あるいは椅子研究

家で織田憲嗣さんという方がいらっしゃる。こうい

う方々との連携ということで、木工の町というのを

されております。 

 最後になりますが、外国人青年招致、あるいは地

域おこし隊を有効に活用されて、国際交流員、ある

いはスポーツ交流員、こういった方々がおよそ20名、

そして、本市でいいますとふるさと納税を担当する

こういった業務に50名の地域おこし協力隊員を採用

されております。こういったユニークな、そして独

自の取組をされております。 

 すみません、ちょっと長々なりましたが、何を言

いたいかと申しますと、やはり移住・定住促進する

ためには周辺の町にない独自のもの、魅力をつくる

取組が必要ではなかろうか。このことが周りから人

を呼び寄せる。定住につながっていく。こういうこ

とを考え、先ほど来申し上げております子育て世代

の方々の結婚から出産、そして子育て、教育、就業、

全般にわたる取組、本市の財政状況、あるいは団体

規模あります。こういうものを勘案しながら、魅力

づくり、具体的な取組を進めていきたいと思ってお

ります。 

○８番（中村敏彦君） 総合戦略で、そもそも求人

倍率２倍という、今、いちき串木野の好条件を活か

すべく報酬を提起しています。しかし、具体策がな

いのでこうやって一般質問に取り上げておりますの

で、ぜひ、今市長が言われたようないろんな政策を

検討して、市民ニーズに合った取組をしていってい

ただきたいと思います。 

 その上で、最後になりますが、昨年の南日本政経

懇話会で、講師の日本総合研究所の藤波匠氏が、さ

っき市長が言われているとおりなんですが、「若い

人たちの処遇、労働条件や暮らしが改善されなけれ

ば出生率上昇はあり得ない」と提言されております。 

 今年の６月でしたか、南日本新聞を含めた九州３

紙合同調査では、82％が給与、処遇に不満だという

記事もありました。そういう意味では、この間、市

長がずっと答弁されております、役所が率先し、地

域に広げると言われたイクボス宣言のように、労働

条件や福利厚生全般、人員配置においても働きやす

い職場のモデルとなることが重要かと思います。 

 その上で、通勤・通学者への移住・定住支援策、

あるいは本市で生まれ育った若者に就職支援策を充

実していく、そのことで効果が倍になると思ってお

りますので、最後、これを申し上げてもう終わりま

す。市長の見解を聞きたいと思ったんですが、あと
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時間がありませんので、こういうことを申し上げて

次に移ります。 

 次に、通告の消防力強化について伺います。 

 鹿児島市消防救急隊に密着取材し、コロナ禍の救

急出動の実態を伝えた８月19日の南日本新聞、お盆

期間にＮＨＫが放送した救急出動のドキュメントを

見て、救急隊員の今日の厳しい実態を知ることでし

た。 

 さのさ通りの近くに住んでいると、毎日、何回も

救急車が出動するのを耳にして、救急出動の実態が

気になりまして、調査をいたしました。 

 統計によると、合併16年間で、過去最高の出動は

平成22年の月平均105回、少なかったのは平成30年

の97回、消防署に聞きますと、今年は例年の１割増

で推移しており、７月の出動件数は例年の1.5倍、

148件、８月が150件ということでありましたが、こ

の出動件数のうち、コロナ感染などの急病や事故、

その他の割合はどのようになっているか、まず伺い

ます。 

○消防長（谷口浩貴君） 救急出動についてであり

ます。 

 救急件数、１月から７月までの同時期３年を比較

してみますと、令和２年690件、令和３年704件、令

和４年は764件と増加傾向にあります。中でも、今

年は熱中症24件、コロナ搬送は17件となっていると

ころであります。 

 増加の要因としては、熱中症やコロナ搬送を含む

急病人が増えていることが要因と考えています。 

○８番（中村敏彦君） 増えている要因は熱中症、

コロナによるという、これは推測できることであり

ますので、分かりました。 

 先ほど紹介したテレビ新聞報道によると、コロナ

感染防止のために常態化している防護服着用のため、

出勤準備に通常の３倍かかるということや、搬送先

が決まらずに出動から病院に到着するまで１時間以

上要した事例、あるいは行政区域を越えた搬送等も

耳にしましたが、本市消防の実情はいかがでしょう

か。 

○消防長（谷口浩貴君） 救急隊員は、マスク、手

袋、感染防護服等により感染防止対策を万全に備え

て現場活動を行っております。また、コロナ患者搬

送に際しましては、救急車を養生するなど感染防護

を強化して対応し、病院の選定については、なかな

か受入先が決まらずに、霧島市へ搬送したケースも

出ているところであります。 

○８番（中村敏彦君） 防護服を着替えるだけかと

思ったら、そうですね、出動した後の消防車自体の

消毒もされているということで、なお負担がかかっ

ているんじゃないかなと思いました。 

 次にちょっと聞きますが、真夏日が続いた中で、

長い時間の防護服着用による消防隊員の健康障害が

心配されますが、そのような事例は本市消防にはな

かったのかどうか。 

○消防長（谷口浩貴君） 本市の１日当たりの救急

件数は約３件であります。本年７月は約５件となっ

ていますが、十分に対応できていると思っています。 

 また、猛暑の中、防護服着用での活動となってお

りますが、適宜水分を補給するなどの対応をしてお

りますので、体調管理や通常の勤務には支障がない

ところであります。 

○８番（中村敏彦君） 消防職員の皆さんの本当に

並々ならぬ努力の結果だと思っております。 

 ここで、ちょっと市長にお伺いします。 

 平成28年６月及び30年９月議会で、私は、消防職

員の総務省消防庁の配備基準95人に対して現員数48

人で、充足率50.5％は県内消防署、消防組合の中で

下から２番目に低いことを指摘しました。ちなみに、

そのときの県の充足率の平均は68.7％でした。 

 その上で、一人でも二人でも増員できないかとの

問いに対して、「近年の災害状況を踏まえ、消防庁

舎の整備含めた強化を検討」との答弁でありました。 

 先ほどの出動状況を踏まえると、消防士の増員が

喫緊の課題と思いますが、市長はどのように認識さ

れているか。 

 また、令和２年度末で全国平均3.2％、県内では

この間５年間で18人増えて、９本部で31人となって

いる女性消防士の採用計画はどのようか、伺います。 

○消防長（谷口浩貴君） 職員の充足率についてで

あります。 

 充足率の算定につきましては、消防車両等を運用
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するために必要な隊員数や通信員、また、庶務のた

めに必要な人員との合算値であります。本市の充足

率は50.5％でありますが、人員及び車両の効率的な

運用に努めているところであります。 

 具体的には、再任用職員や会計年度任用職員を配

置して職員の事務量を軽減するほか、当直隊長の本

部兼務を解きまして、現場対応に専念できる環境を

整えるなど、消防力の強化に努めているところでご

ざいます。また、本部体制を整理合理化し、現在、

２課にわたっている消防団事務を一元化するなど、

事務の手続を簡素化できないか検討しているところ

であります。 

 次に、女性消防士の採用計画であります。 

 国においては、女性活躍の推進を成長戦略の重要

な柱と位置づけ、女性消防士の採用について消防庁

通知により令和８年度までに５％の目標が定められ

ております。採用することで、住民サービスの向上

や組織の活性化などが期待されているところです。 

 当消防本部におきまして女性消防士はどのような

業務を担うのか、また、期待される役割などを十分

に研究し、今後、取り組んでまいりたいと思います。 

○８番（中村敏彦君） 今いる人員でやっていかざ

るを得ない、消防長の答弁でございましたが、やは

り48人というのは絶対数が足りないんじゃないかな

と。 

 市長にお伺いしたいんですが、確かに人口比では

それほどないと思うんですが、ちょっと計算してみ

ました。私も県の資料で。職員１人当たりの人口は

585人で、下から８番目です。最下位は職員１人当

たり市民の数が垂水で338人でした。面積は、本市

は2.34平方キロメートルで、枕崎の1.8、姶良の

2.31に次いで３番目です。決して人口が少ない、広

さが狭いという理由だけで絶対数を48でとどめてい

るのは本当にいいのかなと。市民の命を守るべく、

重要な部署でありますので、再度、増員の計画はな

いかどうか、市長にお伺いをいたします。 

○市長（中屋謙治君） 人員については、御案内の

とおり、定員数としては48人、これに再任用職員、

あるいは会計年度任用職員、こういったものを補っ

て、できるだけの対応をしていると考えております。 

 先ほど消防長からもありましたように、消防の整

備指針というのがございます。これについては、消

防車両であったり救急車であったりこれに必要な人

員、それから、通信員とか事務をする職員、こうい

うことで示されるわけでありますが、併せて、地域

の実情を勘案して消防職員は配置すべきだというこ

とが示されているところでございます。 

 確かに議員おっしゃいますように市民の安心安全、

そういった側面からしますと、もっと職員を、そし

て充実をするという意見は当然だと思っております。

同時に、一方で我々は、市民の立場からしますと、

やはり少数精鋭、最少経費で最大効果ということも

同時に求められているところでございます。 

 先ほど申し上げたような再任用職員であったり会

計年度任用職員、消防職員の今の定数、そして実際

の勤務運用の在り方、こういうことを勘案しながら、

今、取り組んでいるところでございます。 

○８番（中村敏彦君） そうですね。以前の質問で

の答弁で、「消防庁舎の整備含めた消防力の強化」

とも言われました。さらに、令和２年12月議会、同

僚議員の質問に対する答弁で、「分遣所の統廃合で

消防力を強化できる」と答弁もされております。 

 ただ、先ほど消防長からありましたように、女性

消防職員の採用は全国的に進んでおります。そのこ

とを考えると、この議会に提案されておりますコロ

ナ感染対策としての消防庁舎の整備にとどまらずに、

抜本的な消防庁舎の整備が必要と考えますが、新た

な庁舎建設の計画について、あるのかないのか、市

長に見解を伺いまして、この質問を全て終わりたい

と思います。 

○消防長（谷口浩貴君） 消防庁舎の整備計画につ

いてであります。 

 消防本部内の庁舎検討会におきまして、増改築を

含めて、車庫、事務所、消毒室など用途ごとに必要

な床面積の割り出し、また、広域検討会では、共同

運用できる可能性のある項目を抽出し、最善策を検

討しているところであります。 

 今後も引き続き近隣の消防の動向を注視しつつ、

本署と分遣所の両庁舎を合わせて精査し、財政状況

を勘案しながら検討を継続してまいりたいと思いま
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す。 

○議長（濵田 尚君） ここで昼食のため休憩いた

します。再開は午後１時15分とします。 

             休憩 午前11時58分 

             ───────── 

             再開 午後１時15分 

○議長（濵田 尚君） 休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 次に、松崎幹夫議員の発言を許します。 

   ［６番松崎幹夫君登壇］ 

○６番（松崎幹夫君） 私は、通告した３件のこと

について質問をいたします。 

 まず初めに、戦没者を追悼し平和を祈念する式を

終えて、終戦77年の８月15日に本市でも戦争犠牲者

に祈りをささげました。ロシアによるウクライナ侵

攻や台湾をめぐる米中対立など国際社会の不安定さ

が増す中、改めて問い直される平和への意義。本市

においても遺族の皆さんの高齢化が進み、参加者も

減少しています。そんな中、語り継ぐビデオ上映や

高校生のスピーチを取り入れたことは、私も９回目

の参加でありましたが、好評であったと思います。 

 さらに多くの方々への幅広い世代に伝えてほしい

という思いでありますが、今後の取組について、壇

上からの質問といたします。 

   ［市長中屋謙治君登壇］ 

○市長（中屋謙治君） 松崎幹夫議員の御質問にお

答えをいたします。 

 戦没者を追悼し平和を祈念する式の今後の取組に

ついてであります。 

 戦没者追悼式につきましては、かねてより遺族会

の皆さん方から、戦争を直接知る世代が少なくなる

中、子どもたちを交えて平和を守り継ぐ内容を盛り

込んではどうかといった意見があったことや、先ほ

どお述べになられましたように、今年２月に勃発を

いたしましたロシアによるウクライナ侵攻により、

平和な日常がもろくも壊されるといった状況が連日

報道され、平和を守り継ぐ大切さを痛感する中で、

今年から平和を祈念する式を加えてはどうかという

ことで実施することといたしました。 

 今回は、遺族会がこれまで集めてこられました資

料や郷土誌などを基に、串木野高校や地域おこし協

力隊に協力をいただき、戦争に係るビデオを作成す

るとともに、串木野高校の生徒による作文の発表を

行ったところでございます。 

 今後の取組といたしましては、市来地域での戦争

を語り継ぐ会という組織がございます。こういった

会とも連携をして、特に市来地域での戦争、戦火に

係る出来事や資料などを収集し、ビデオの内容をさ

らに充実するとともに、平和への思いを次の世代に

しっかりと受け継いでいくためにも、修学旅行など

の平和学習での成果を発表する形を織り込むなど、

若い世代が参加しやすいよう工夫して、そして、多

くの方が平和の尊さを考えていただく日にしてまい

りたいと考えております。 

○６番（松崎幹夫君） ただいま答弁いただきまし

たように、遺族会のほうからの平和を守り継ぐ取組

をというお願いがあったということであります。 

 それにしても、今までそういう流れがなかったの

に対して、こういうビデオ上映であったり高校生の

発表というのは、あの場にいた人間としてものすご

く気持ちよく受け入れた部分であります。 

 今、市長も言われました、今から市来地域での戦

争を語り継ぐ会という部分もあるということでござ

います。職員によってビデオもつくったということ

でございますので、なお一層、そういう形で受け継

いでいくことができたらという思いであります。 

 この前、新聞に鹿屋市の取組が載っておりました。

旧海軍の航空基地があった鹿屋市から未来へのメッ

セージを発信する「平和の花束2022」のシンポジウ

ムを開催し、児童生徒が考えを深める機会にしても

らう取組ということでありますが、国内外からも計

4,148点の応募があったということであります。こ

ういう取組もあるということであります。 

 本市にとってもこうして取組を始めたという部分

でありますので、いい形ができたのかなという思い

であります。 

 今回の参加を見たときに、100名ぐらいの参加で

あったと思います。いろんな形での参加者を増やす

取組も大事なのかなという思いがしますが、参加者

を増やす取組としてどういう考えがあるか、伺いま
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す。 

○福祉課長（久木田 聡君） 式への参加の呼びか

けについてであります。 

 例年、地域遺族会、市議会の皆様、まちづくり協

議会、高齢者クラブ、公民館長など約300名に案内

を出すとともに、広報紙、ホームページ、行政無線

で開催のお知らせを行いまして、例年約200名の方

に御参加いただいているところであります。 

 本年は、新型コロナウイルス感染拡大により参加

を一部制限したこと等もありまして、100名弱の参

加でした。 

 今後につきましては、先ほど議員おっしゃいまし

たとおり、若い世代が参加しやすいように、修学旅

行の平和学習での成果など、いろんな形で工夫して

取り組んでまいれればということで考えているとこ

ろでございます。 

○６番（松崎幹夫君） 今までの戦没者の皆さん方

に花束を手向けて終わるという姿じゃなくして、こ

ういう取組ができたということでいけば、世代を増

やして、声かけを増やして、たくさんの方々にこう

いう形を受け継ぐ姿ができたらと思います。若い

方々、子どもたちへの参加も声かけしていただいて、

そういう姿ができていけばと。いい取組だと思いま

すので、続けていただきたいと思います。 

 せっかくつくったビデオであります。いいビデオ

ができたと思っていますけれど、各小・中学校での

取組として子どもたちに視聴していただくことがで

きるのかということと、学校での取組というのはど

ういうふうに考えているのか、お伺いいたします。 

○福祉課長（久木田 聡君） まず、初めのビデオ

上映の小・中学校での視聴についてであります。 

 今回作成したビデオにつきましては、各小・中学

校に配布いたしまして、総合的学習等の中で平和学

習の資料として活用してもらおうと考えているとこ

ろではございます。 

○学校教育課長（藏薗孝一君） 学校での平和学習

について、幾つか御紹介したいと思います。 

 まず、特別な教科、道徳において、小学校では、

他国の人々や多様な文化を理解するとともに、日本

人としての自覚や親善の心を持てるような学習をし

ております。また、中学校では、世界の中の日本人

としての自覚を持ち、他国を尊重し、国際的視野に

立って、世界の平和と人類の発展に寄与する心を育

成するための学習を行っております。 

 各教科では、例えば、国語科において平和を題材

にした文学的文章を学んだり、社会科における歴史

学習の中で平和について学んだりしております。ま

た、総合的な学習の時間では、ウクライナ情勢を調

べ、平和について考える学習を行った小学校もあり

ます。中学校では、平和に関する課題解決学習の一

環として、修学旅行で長崎原爆資料館や平和公園の

見学、被爆体験者の講話等を取り入れております。

さらに、ウクライナ情勢や終戦記念日など、時期や

世界情勢に応じた平和に関する講話を、適時、子ど

もたちにするなどして、より一層の平和教育の充実

を図っているところでございます。 

○６番（松崎幹夫君） 正直言って、このビデオを

視聴して子どもたちがどういう反応するのか、どう

いう学習につなげていけるのかという部分を今から

していただければなという思いで言ったんですけれ

ども、もう課長のほうから、かなり平和の学習につ

いては取り組んでいるという答えでありました。 

 そういう分では、このビデオも活用しながら、ま

たしていただきたい。 

 私はおととい羽島中学校の校長先生にお会いした

ときに、「平和の学習に何か取り組んでいらっしゃ

いますか」という話をしたところ、今言われたよう

に、「長崎に行きますので、修学旅行前にそういう

取組をさせていただきました」という話をされまし

た。 

 その中で、８月15日に子どもたちに参加していた

だくという形でいけば、夏休み期間中でありますの

で、どうですかという話をしたら、「別に案内が来

ればそういう部分は対応できるんじゃないですかね」

というようなことでありましたので、子どもたちも

８月15日、お盆で暇だと思います。そういう形で子

どもたちにも平和の学習、こういう取組をしている、

市がこうしてビデオもつくった、そして、また発表

もする、また、今度は小学校、中学校の皆さん方に

も発表をしていただけたら、なお一層の取組になっ
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てくるのかなという思いでありますので、これに関

しては、またいろんな形で成果を期待して、今後に

つなげていただきたいと思います。 

 次に移ります。 

 ２番目の、小・中学校再編及び統廃合計画につい

てであります。 

 本市の児童生徒が著しく減少をしてきております。

今でも本当に少ない状況でありますが、資料による

と、６年後を見込んで、６年後の小学校の児童数が

1,000人を下回る、本年度と比較しても258人減少す

る、小・中学校の児童生徒合計でも1,500人を下回

るとありました。 

 再編計画を早急に進めるべきだと思いますが、今

後、どのような計画で何年度を目標に進めていくの

か、お伺いをいたします。 

○教育長（相良一洋君） 学校再編計画についてで

あります。 

 学校統廃合・再編については、急速に進む児童生

徒の減少を受け、適切な教育環境を整えるため、教

育委員会と市長部局を交えた学校統廃合検討会議を

立ち上げ、今後の学校の在り方について検討を進め

ているところであります。 

 現在協議中ではありますが、いちき串木野市立

小・中学校統廃合基準を見直し、望ましい学校規模

を設け、それを目指すこととしております。 

 再編の対象としましては、望ましい学校規模に該

当しない小学校では、１学年15人未満の学校である

羽島小学校、旭小学校、生福小学校、荒川小学校、

川上小学校、中学校では、１学年１学級の学校であ

る串木野西中学校、羽島中学校、生冠中学校を対象

とすることで検討しています。 

 再編計画は第一次計画と第二次計画を構成し、第

一次計画は中学校の再編を検討することで協議を進

めています。 

 再編の枠組みについては、歴史的経緯、地理的環

境など地域性を考慮し、串木野地域、市来地域ごと

の再編を検討することとしています。 

 中学校の統廃合、再編の枠組みについては、小学

校を含めた義務教育学校、小中一貫教育の在り方も

研究、検討するなど、小・中学校における望ましい

学校形態も勘案しながら、どのような枠組みにした

ほうがよりよい教育環境を保てるのか、再編の時期

も併せて慎重に検討を進めているところであります。 

 学校の現状を踏まえ、早急に協議を進めてまいり

ます。 

○６番（松崎幹夫君） 再編をする方向での検討を

していくという答えでありました。 

 我々議員も中学校を早急に再編を進めないといけ

ないんじゃないですかという話をしてきています。

そういう分では計画を持って、目標を持って、何年

にはスタートするというような計画を持ってここで

発言するのが重要な課題であると思います。 

 ただ単に、「早急に再編に向けて取り組んでいき

ます」という言葉でなくして、今、市のほうがいろ

いろな形で後手後手に回っている部分も、そういう

のをはっきりと言わない部分もあると思います。で

すから、この再編に向けても目標を持って、目標を

決めて、目標をいつからスタートしますよと発表し

てもいいんじゃないでしょうか。 

 市長、その部分の発表というのは、計画の段階で

すけれど、ここを目標としてやりますよ、再編に向

けてやりますよという部分でありますが、市長の答

弁を伺いたいと思います。 

○市長（中屋謙治君） 学校再編については、今、

教育長のほうから答弁をしたとおりでございます。 

 中学校、確かに急ぐということでありますが、後

段のほうで教育長が述べましたように、義務教育学

校の効果、あるいは小中一貫校はどうなのかという

ことになりますと、やはり全体の姿を見た中で、第

１段階、中学校、そして次の段階、次の段階と進ん

でいかないと、こんなつもりじゃなかった、全体が

見えないということになるんじゃなかろうかと。 

 全体を見据えて、その中にどういう枠組み、どう

いうスケジュール、そしてどういう取組をするんだ

と、ここら辺をいましばらく時間をいただいて、全

体像を、今、詰めている段階ですので、もうしばら

く時間をいただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

○６番（松崎幹夫君） 正直言って、中学校を進め

るといったときに、小中一貫校である姿よりも、今
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は中学校だけの取組という姿のほうが一番いいんじ

ゃないかなと。小学校の再編が、今、教育長のほう

からありましたように、第一次計画、第二次計画と

いう姿の中で行くなら、小学校の部分になったらそ

ういう形が考えられるかもしれませんけれど、第一

次計画の中といえば中学校だけと考えれば、再編は

もう一つになってくるのかなあと。何年度にスター

トする姿の中で計画をしますよとなっていったほう

がいいように思います。 

 市長、もう一度お伺いしますが、何年にスタート

するというのを持って進めていかないと再編は大変

厳しいのかなと思います。 

 羽島中学校は20人台であります。本当に早急に検

討することが大事であると思います。何年にスター

トができるのか発言していただきたいという思いで

ありますが、いかがでしょうか。 

○市長（中屋謙治君） 先ほど申し上げたようなこ

とでございます。 

 確かに中学校、部活をはじめ、あるいは進学、こ

ういうことを勘案すると早急にと、ここら辺はもう

十分理解をしているつもりです。 

 あわせて、小学校と合わせた、例えば、義務教育

学校となりますと、小学校、中学校合わせた９年間

です。そして、一貫校となったときに、一体型なの

か連携型なのか、どれが一番本当に子どもたちにと

って望ましい形なのか、まずは全体像をしっかりつ

くるべきではなかろうか。そうでないと、中学校だ

けを先行して手戻りになったらまずいのではなかろ

うかと。こういうことがありますので、まずは全体

像を、義務教育学校、小中一貫校、あるいは単独、

それぞれの利点、マイナス面、ここら辺を勘案して

この方向でいこうと。そして、その延長線上にそれ

ぞれの枠組みがあり、スケジュールがあるという考

え方でありますので、いましばらく全体像、すなわ

ち義務教育学校がいいのか小中一貫がいいのか、あ

るいは中学校は中学校、小学校は小学校の単体がい

いのか、ここら辺を見極めながら、それぞれの枠組

みであったりスケジュールであったりを決め込んで

いくという流れになろうかと思いますので、いまし

ばらく、具体的な年度であったり枠組みであったり

というのは時間をいただければと思います。 

○６番（松崎幹夫君） そういう思いも本当にある

と思います。義務教育学校であったり小中一貫校、

やっぱり中学校を考えたときには単独の中学校とい

う姿が一番かなという思いでの発言でありましたが、

そういう間で検討していく姿というのも重要である

と思います。 

 もう一つ、今も言いました、市内の中学校で一番

少ないのが羽島中学校であります。今年25名、平成

28年度から20人台であります。大変少ない中でも子

どもたちは一致団結して頑張っておりますが、しか

し、個々をアピールする部分、部活動であったり高

校入学に関することであったりという部分について

は大変厳しい状況であります。そういう分では再編

を早急に進めていただきたい。 

 進める上では、特認校の部分でもあります。後か

ら言いますが、やっぱり保護者への説明というのが

一番重要であります。 

 保護者、地域の皆さん方への説明責任という部分

ではどのような流れになるのか、お伺いをいたしま

す。 

○教育長（相良一洋君） 現在、学校統廃合・再編

に関し、庁内の学校統廃合検討会議において協議を

進めているところでございます。 

 羽島中学校において、学校再編とか部活動は厳し

い、進学の課題、いろいろあるということも重々承

知をしております。 

 今後は、再編の基本方針案、中学校の再編計画等

がまとまりましたら教育委員会で協議をし、承認を

得ることになります。承認が得られましたら、議会

への報告等を行った後、保護者や地域住民等に対し、

学校再編の方針案、中学校の再編計画等について説

明会を実施することとしております。 

○６番（松崎幹夫君） 学校がなくなるという部分

でいけば、本当に大切な説明責任になってくると思

います。中学校を先に進めていただきたいという思

いの中でいけば、どういう取組、どういう枠組みに

なってくるかは分かりませんが、保護者への、地域

の皆さんへの説明というのが一番重要であります。 

 そしてまた、説明も１回では納得できない部分も
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あると思います。そういうのを繰り返しながら進め

ていただきたい。 

 しかし、再編は早めにお願いしたいという思いで

もありますので、そういう部分を加味して進めてい

ただきたいと思います。 

 それから、再編を進めるに市外からの生徒を呼ぶ

と。私たち議員がいつも言うのは、市長に対しまし

て、住宅の補助であったり雇用の部分であったり、

人口増はということを言います。 

 先ほども同僚議員が移住・定住、様々な人口増に

対しての質問をいたしますが、逆に、ここでは生徒

を呼ぶ、増やすという計画をするならば、学校の取

組としてどのような生徒を増やし、特色ある活動の

中で子どもたちをいかに増やすか、そういう取組を、

今後、再編を進める中で考えがあればお伺いいたし

ます。 

○教育長（相良一洋君） 学校再編に当たっては、

公教育としての使命を果たし、本市ならではの特色

ある、また、魅力ある教育の在り方を探求するもの

としております。義務教育学校、小中一貫校を含め

た望ましい学校の形態など様々な観点から検討し、

学校再編に取り組んでいきたいと考えています。 

 教育委員会としましては、再編の趣旨として、市

外から新たに児童生徒を呼び込むことを第一義的に

は考えておりませんが、再編に当たっては、「ふる

さとを愛し、夢と志を持ち、心豊かでたくましい人

づくり」の教育目標の下、特に、ＩＣＴ教育の充実、

英語教育の充実、キャリア教育の充実を重点項目と

して、児童生徒の生きる力の育成を目指す教育を推

進してまいりたいと考えております。 

○６番（松崎幹夫君） 小学校、中学校、何といっ

ても特色ある取組というのが一番重要であります。

それによって子どもたちが引かれてくる、親が引か

れてくる、特認校の学校はそういう形なのかなとも

思っています。 

 ですから、中学校の再編に当たっても、いかに本

市の学校に魅力があって集められるのか、今後の再

編に当たっては取り組んでいただきたい重要な部分

であるとも思いますので、そういう部分をしっかり

と取り組んでいただきたいと思います。 

 それから、地域が育む児童生徒を実現するための

具体的な取組として、現在は、各学校に運営協議会

があったり、まちづくり協議会の協力をいただいた

中に地域の育む教育という形になっていると思いま

す。 

 先ほども市長が言われました。「教育は何が大事

なのか。学校教育だけか。社会教育が一番大事」と

いう言葉を言われました。本当に地域が育む姿とい

うのが一番であると思います。 

 今回、再編を進める中でいけば、どのような取組

をしていくのかなと。今と同じように学校運営協議

会であったり、まちづくり協議会の協力をもらいな

がら進めていくのか、それとも新しい取組を取り入

れて育む教育をしていくのか、何か考えがあれば伺

いたいと思います。 

○教育長（相良一洋君） 地域行事等における児童

生徒と地域の連携についてでございます。 

 地域行事等の取組に当たっては、これまでどおり、

地域と学校、児童生徒が連携を図り、取り組んでい

くことが大切だと考えております。 

 学校再編等により学校との距離が遠くなる地域も

あると思いますが、地域とともにある学校づくりを

目指し、学校運営協議会等において地域の声を積極

的に活かし、地域と一体となった学校づくりを進め、

学校活動に取り組んでいくことが必要だと思います。 

 その中で、学校、保護者、地域が協働した体制を

構築し、子どもたちが地域の芸能、文化、歴史、自

然等について学習することで、地域芸能等に協力す

る心の醸成に努め、積極的な参加を促していきたい

と思います。 

 あわせて、各地域においては、地域が主体となっ

て地域ぐるみで子どもたちを育む体制を構築するこ

とが重要であり、学校、地域が一体となって取り組

んでいけるよう努めてまいりたいと考えております。 

○６番（松崎幹夫君） 今、教育長のほうからあり

ました。再編をする上では地域が遠くなる、学校ま

での距離が遠くなる生徒も増えてくるという部分も

あります。 

 今、私たち羽島においては黎明祭というのを毎年

執り行っております。留学生に扮して子どもたちが
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発表をいたします。その発表というのはやっぱりい

ろんなところでの実績、経験を踏まえる部分の流れ

でありますし、自分をアピールする場、そしてまた

羽島をアピールする場、そしてそれが地域の一番の

取組となっています。 

 このことも再編することによってどういう形がで

きるのか。今からですけれど、各学校にそういう行

事がありますので、きちんと残す姿が重要かなとも

思います。そういうところまで検討していただきた

いと思います。 

 ２番目に入ります。 

 特認校制度についてであります。 

 令和５年度から、照島小学校、市来小学校からの

特認校への入学・転学を認めないとの方針がありま

す。既に特認校に通学する兄弟がいる家庭など困っ

ている家庭があるのではないかと思いますが、何人

ぐらいいるのか、そしてまた、新１年生は何人ぐら

いいてどこの学校に行けるのか、そういうところを

教えていただきたいと思います。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 現在の特認校児童

の未就学の兄弟についてでございます。 

 現特認校児童の未就学の兄弟につきましては、現

在、旭小学校で１世帯１人、荒川小学校で１世帯１

人、川上小学校で３世帯４人、これは、照島小学校、

市来小学校の出身の方のみでございますので御了承

いただきたいと思いますが、合計５世帯６人の兄弟

がいると捉えているところでございます。 

 なお、この中で令和５年度の対象者は１人と把握

をしております。 

○６番（松崎幹夫君） 令和５年の対象者は１人と

いうことでありますが、今の荒川、旭、川上に６名

の子どもたちがまだいるということでありますよね。

そういう子どもたちは、入学するときにはお兄ちゃ

ん、お姉ちゃんがいる特認校に行けるのかというこ

とをお聞きします。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 特認校への就学に

ついてでございますけれども、現在、特認校児童の

未就学の兄弟につきましても、現在、特認校に通学

している特認校児童が在学している間は通学許可を

申請できるように配慮したいと考えております。 

○６番（松崎幹夫君） 今の言葉でいけば、お兄ち

ゃん、お姉ちゃんが卒業したら、その下の子どもは

駄目ということになるんですか。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 特認校制度につき

ましては、児童数の急激な減少に基づきまして、今

回、見直しを行ったものでございます。 

 今回、保護者のＰＴＡ活動とか学校活動の在り方、

また、兄弟そろっての学校教育の在り方等を考慮い

たしまして、特認校児童の未就学の兄弟については、

特例として、特認校児童が卒業するまでの間は特認

校への通学を認めることとしたところでございます。 

 現特認校生が卒業いたしますと、その状況は解除

されるものと考えられます。 

 また、照島小学校、市来小学校も、特認校生を出

すことにより２学級が１学級になったり、音楽やス

ポーツなどの団体活動に支障が生じまして、学級運

営、学校運営に影響を及ぼすことが想定をされます。

特認校児童同様、特認校児童を出す学校の運営も大

事だと考えておりまして、このような状況を改善す

るために制度の見直しを行ったところであります。 

 特認校児童の未就学の兄弟で一番下の児童は１歳

であること等から、今後、小学卒業までは11年から

12年を要することも想定されますので、兄弟がいつ

までも際限なく特認校児童として在学を続けること

は見直しを行った趣旨とは若干違ったものになるの

ではないかと捉えているところでございます。 

 この特例措置につきましては、適切な時期を選ん

で期限を切って取り組んだほうがよいのではないか

と考えているところでございますので、御了承いた

だきたいと思います。 

○６番（松崎幹夫君） すいません、もう一回、課

長、聞きます。 

 今いる子どもたちがいるときに、下の子が入学し

てきたときには、その下の子は卒業まではいれると

いうことでいいんですか。 

○教育総務課長（瀬川 大君） そのとおりでござ

いまして、現在の特認校生が卒業するまでは、来年

入学する子どももその期間は在学できるとしている

ところでございます。 

○議長（濵田 尚君） どうですか。 
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○６番（松崎幹夫君） 今、長男がいます。それで、

次男が２年生にいます。２年生の子は６年までオー

ケーということでいいんですか。今の言い方は。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 現在、特認校でも

う入学している児童につきましては、卒業までは現

在通っている特認校に通える、通うということで許

可を出そうということで、今、進めているところで

ございます。 

○６番（松崎幹夫君） 何回も聞きますが、今入っ

ている子が卒業と、新しく入ってくる子と入れ替わ

りになったら駄目ということになるんですか。新し

く入ってくる子は駄目ということでいいんですか。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 現在いる特認校生

と新たに入ってくる子がちょうど入れ替わりになる

場合は許可はしないということで御理解いただけれ

ばと思います。 

○６番（松崎幹夫君） ということは、今いる子ど

もたちは卒業まではいれるということであります。 

 そういうことで、私たちに特認校制度の改善に向

けて去年の９月に説明がありました。そしてまた、

保護者への説明はしっかりしてくださいねとお願い

しました。しかし、やっぱり全然行き届かなかった

部分があったと思います。 

 保護者も地域もまだ全然分からない部分があると

思います。保護者への責任、説明という部分では今

現状どのようになっているかをお伺いいたします。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 特認校制度見直し

に伴う保護者等への説明についてでございます。 

 特認校制度は、先ほども申しましたように、急速

な児童生徒の減少を受けて、令和５年度から見直し

を行い、照島小学校と市来小学校を特認校児童を募

集する学校から除外することといたしております。 

 この制度の見直しの周知につきましては、令和３

年10月並びに令和４年４月、今年の４月発行の市の

広報紙及び市のホームページで周知に努めているほ

か、学校長からの保護者への説明、また、令和３年

12月の特認校児童新規応募者の面談時、また、本年

令和４年６月の小規模３校の学校、ＰＴＡ、地域で

構成される小規模校活性化連絡協議会等の場を利用

いたしまして、制度の見直しの周知に努めてきたと

ころでございます。 

 また、２学期のＰＴＡの機会を捉えまして、先日、

９月２日に川上小学校で説明を行ったほか、今後、

９月８日に旭小学校、荒川小学校において説明を行

うこととしております。また、さらに令和５年度の

特認校児童の募集に伴う10月号の広報紙でも周知を

図ってまいりたいと考えております。 

○６番（松崎幹夫君） 広報紙であったり３校によ

る話合いの中での説明ということでありました。そ

してまた、９月２日に川上小でやったということで

あります。それから９月８日に旭小学校、荒川小学

校と。 

 あと、市来小学校、照島小学校での原籍校のほう

の説明というのも重要じゃないのかなと思いますが、

そこも計画は入れているんですか。お伺いいたしま

す。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 現在のところ、市

来小学校、照島小学校、恐らく対象者は今いる児童

ではなくて新たに入ってくる児童だと考えておりま

して、広報等を使って説明する中で周知を図ってま

いりたいと。また、電話等にも対応してまいります

が、特認校の応募時の説明時等を使って、また詳細

に説明をしてまいりたいと思っております。 

○６番（松崎幹夫君） 川上小学校ではもう９月２

日に説明をしたということであります。何ら質疑等

もめることなく済んだのかどうか、その点について

はいかがでしょうか。 

○教育総務課長（瀬川 大君） ９月２日、川上小

学校で説明会をいたしました。その中で出された意

見としては、先ほどありましたように、特認校児童

の今度は未就学の兄弟の対応であったり、また、二

クラスが一クラスになる、この減ることのデメリッ

トは何かとか、あと、廃校基準はあるのかとか、そ

ういうような質問等が出されたところでございます。 

 主に特認校の今回の見直しに大きく反対するよう

な発言はなかったところでございます。 

○６番（松崎幹夫君） また９月８日に２校での説

明をするということであります。しっかりと説明し

て対応していただきたい。そしてまた、納得してい

ただいて、特認校の流れを改善していくという部分
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になってくると思います。 

 ただ、もう一つ行きます。羽島小学校も二、三年

後には完全複式になってまいります。そしてまた、

なおさら減少していく、そういう姿になってまいり

ます。 

 今で何年度に目標というのはありませんでした。

羽島小学校も特認校を認めていただくことはできる

のかどうかということについてはいかがか、お伺い

いたします。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 現在、８小学校中、

複式学級のある過小規模校３校を特認校生を受け入

れる学校として指定をしております。４年後には羽

島小学校が完全複式校となり、併せて、生福小学校

も３年後からは複式化となることが想定をされます。

また、６年後の本市の新入学生は120人余りが想定

をされております。特認校児童を募集する学校に位

置づけられております串木野小学校においても新入

生は60人と見込まれて、二クラスになることが想定

をされております。 

 このように児童数が大きく減少し、児童生徒を取

り巻く環境が大きく変わりますと、これまで行って

きた施策についても実情を踏まえた対応が必要にな

ってくると思っております。 

 羽島小学校、生福小学校の現状は理解をしており

ますけれども、今後の児童数の推移等を考慮すると、

現在３校ある特認校を増やすことは現状ではなかな

か難しいのではないかと考えているところでござい

ます。 

○６番（松崎幹夫君） 正直言って、羽島小学校、

生福小学校、もう本当に複式学級がかなり進んでま

いります。それだけ人口が減っていく。今説明もあ

りましたように、本市の減少率という部分では大変

な状況かなと思っています。 

 特認校の学校をなくしてしまえばなおさら統廃合

が進んでしまいます。ですから、そういう部分では

特認校の姿は残しつつ、羽島小学校に行きたい、生

福小学校に行きたいという声が出たときには何らか

の対応を教育委員会のほうでもしていただきたいと。 

 私も今こうして特認校を認めてくださいと言いま

すけれど、果たして羽島小学校に、生福小学校に特

認校生が行くかどうかは分かりません。どういう状

況になるか分かりませんので、そのときの子どもた

ちが行きたいという、特認校制度じゃないですけれ

ど、そういう流れも考えていただきたいという思い

でもあります。そういうのも検討していただきたい

と思います。 

 次に行きます。 

 ３番の学校施設改修についてであります。 

 小・中学校の校舎や体育館など、老朽化により雨

漏り等改修が必要な学校があるのではないかという

ことで、改修は適切に行われているのかということ

をお伺いいたします。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 学校施設の改修が

必要な箇所と今後の対応についてでございますが、

本年、令和４年８月までに、学校施設の雨漏りにつ

いて、小学校５校、中学校３校の計８校を確認をし

ているところでございます。そのうち、小学校２校、

中学校３校につきましては応急修繕を行ったところ

であります。残る小学校３校についても原因の特定

と工法を選定中でございまして、早急に応急修繕を

実施することとしております。 

 また、雨漏りのほかに、危険ブロック塀の撤去、

外壁剥落防止、ベランダ等の落下防止手すりの改修

など緊急性の高い箇所について、先に修繕に努めて

いるところでございます。 

 今後、学校と連携を図りながら学校施設の現場確

認を行いまして、学校ごとに優先順位を見極めて、

雨漏り等の抜本的な改修を含め整備計画を策定し、

修繕に努めてまいりたいと考えております。 

○６番（松崎幹夫君） 課長、今言った学校名で答

えてください。何校、何校じゃなくて、議員の皆さ

ん方もどこの学校がという部分では見に行かれる可

能性もあります。どこの学校がそういう可能性があ

るのか教えていただきます。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 失礼いたしました。 

 ただいま申し上げた８校でございます。そのうち

５校が応急修繕済みと申し上げましたが、まず、そ

の５校についてでございます。小学校では、照島小

学校の校舎、旭小学校の校舎、串木野中学校の校舎、

体育館、羽島中学校の体育館、市来中学校の校舎、
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これにつきましては応急修繕を行ったところでござ

います。 

 今後の修繕予定といたしまして、今回の９月の補

正予算でもお願いしているところでございますが、

羽島小学校の体育館、串木野小学校の校舎、生福小

学校の校舎ということで計画を立てているところで

ございます。 

○６番（松崎幹夫君） ただいま８校を教えていた

だきましたが、私も羽島小学校は見に行きました。

見に行きましたというよりも、校長先生から呼ばれ

ました。何でかというと、ステージの配電盤だった

んですよ。漏電で子どもたちが危ないということで

の応急処置を早急にお願いしますということでした。 

 おととい見に行ったときには配電盤は補修してあ

りました。しかし、その横は雨漏りの状況でありま

す。ですから、応急処置、早急な処置をしていただ

きたいという部分であります。 

 多分、ゆうべの台風による横風によって、各学校、

かなりの雨漏りをしているんじゃないかなと思って

います。学校側との確認をしていただいて、しっか

りと対応していただきたいと思います。 

 それから、これは余談ですけれど、私の独り言で

ございます。体育館は雨漏りだけじゃなくして、カ

ーテン、暗幕等もかなり破けているという状況をお

伺いしました。教育委員会の対応をしっかりとして

いただきたいと思います。 

 それからもう一つ。冠岳小学校は閉校になりまし

た。しかし、あそこでのイベントはかなり行政のほ

うも行っておりますが、あそこの雨漏りというのは

確認はないでしょうか。 

○教育総務課長（瀬川 大君） 旧冠岳小学校につ

いてでございますが、冠岳小学校閉校時におきまし

て、若干校舎の雨漏りがあったということはつかん

でおります。 

 現在、もう学校施設でもないということでござい

ますが、現在、対応につきましては特別には実施を

していないところでございます。 

○６番（松崎幹夫君） 市長、この部分は管理がど

こになるか、市になれば市がまたしていかないとい

けない部分になってくると思います。 

 ですから、今言われました校舎の応急、体育館の

応急、そういう部分をしっかりと検討していただい

て対応していかないと、今度は大がかりな施設の改

修となればなお一層予算がかかってくると思います。

床板の改修などとか天井の改修、かなり予算がかか

りますので、そういうのをしっかりとチェックして

検討していただきたいと思います。 

 公共施設の管理というのは大変難しい部分ではあ

りますが、少しでも長く使えるように、学校側とし

っかり連携を取っていただいて、管理をしていただ

きたいと思います。 

 改修は適切に行えるようにお願いをいたしまして、

私の全ての……。 

○教育総務課長（瀬川 大君） すいません。先ほ

どの特認校制度の未就学児の兄弟の答弁について、

確認をしていただきたいと思います。 

 現在の特認校生の未就学児の兄弟につきましては、

現在の特認校生の兄弟が卒業するまでは在籍できる

ということで。現在通っている子どもにつきまして

は卒業まで対応できるということで御理解いただき

たいと思います。 

 すなわち、現在の未就学児につきましては、現在

特認校へ通っているお子さんが卒業となりましたら

もともとの原籍校へ戻ってもらうということで御理

解をいただきたいと思います。 

○議長（濵田 尚君） よろしいですか。 

○６番（松崎幹夫君） 今いる子どもは卒業までオ

ーケーと。未就学、行っていない子は入れるけれど、

上が卒業したら終わりと。それはおかしかよ。さっ

きと違いましたね。 

 それは私がとことん言っても変わりません。です

から、やっぱりそれは学校での説明をしっかりして

いただいて、その学校が納得していただければそれ

でいいと思います。そういう部分になってくると思

います。 

 私たちがここで言っても進みませんので、そうい

う部分でしっかりと対応していただきたいと思いま

す。 

 以上で全ての質問を終わります。 

○議長（濵田 尚君） 次に、江口祥子議員の発言
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を許します。 

   ［４番江口祥子君登壇］ 

○４番（江口祥子君） 皆様、こんにちは。公明党

の江口祥子でございます。 

 長引くコロナ禍で、市民生活や事業活動などへの

影響は依然として厳しい状況が続いています。さら

に、ロシアによるウクライナ侵略や円安の進行など

により原油や穀物等の安定供給に支障を生じ、物価

の高騰など経済の先行きは極めて不透明な状況とな

っています。一日も早く正常化されることを願って

います。 

 それでは、通告に従いまして、ＳＤＧｓの目標達

成における環境政策について、２点の質問をさせて

いただきます。 

 新型コロナウイルスがもたらした危機を乗り越え、

人類社会がより発展していくための道しるべとして、

国連のＳＤＧｓが掲げる理念が改めて注目をされて

います。2030年を目標とするＳＤＧｓは国連で採択

されてから今年で７年目になります。ＳＤＧｓは17

の目標と169のターゲットという数の多さが示すよ

うに、テーマが非常に広範囲にわたっています。基

本理念は「誰も置き去りにしない社会」であり、生

活全般に及びますので、自治体の全ての事業はＳＤ

Ｇｓの目標全てに関連しています。 

 それでは、１点目に、公共施設のＬＥＤ化につい

てお尋ねします。 

 水銀による環境汚染は、地球上のあらゆる生命に

深刻な影響を与えています。しかしながら、年々、

海洋の水銀濃度は上昇し続けています。 

 水銀汚染により苦しんだ水俣の人々の体験を人類

への教訓として、2017年、水俣の名前をつけて、水

俣条約が92か国の署名で発効されました。これによ

り、世界的に水銀製品の製造が禁止となりました。

これでＬＥＤ化が進み、ＣＯ２排出削減も加速され

ると理解しています。 

 そこで質問です。 

 公共施設のＬＥＤ化の進捗状況と今後の計画を伺

いまして、壇上からの質問といたします。 

   ［市長中屋謙治君登壇］ 

○市長（中屋謙治君） 江口祥子議員の御質問にお

答えをいたします。 

 公共施設のＬＥＤ化の進捗状況並びに今後の計画

についてであります。 

 水俣条約や水銀による環境の汚染の防止に関する

法律、いわゆる水銀法により、水銀灯についてはい

ずれ販売中止になるであろうということを想定し、

全ての公共施設の水銀灯はＬＥＤへの切替えが必要

になると考えております。 

 公共施設のＬＥＤ化につきましては、市内に139

の施設がございます。この139のうち既に完了した

ものが10施設、一部完了が46施設、まだ実施してい

ないものが83施設残っている状況でございます。 

 公共施設のＬＥＤ化は電気消費量の削減が見込ま

れ、ＣＯ２の排出抑制など、環境負荷を低減する取

組の一つとして効果があると考えております。 

 今後、施設の利用状況、あるいは費用対効果を把

握しつつ、改修等の機会を捉えて、順次、進めてま

いることといたしております。 

○４番（江口祥子君） 本市においてはＬＥＤ化を

早めに進めてきていることは評価できるところです

が、水俣条約を基につくられた水銀による環境汚染

の防止に関する法律、水銀法の改正による水銀灯の

製造と輸入が禁止となりました。今使っているもの

や在庫の水銀灯を規制するのではありませんが、そ

こで質問します。 

 本市設置の教育委員会所管、その他の所管の水銀

灯は何灯ありますか。市は水銀灯の在庫はあります

か。伺います。 

○財政課長（宮口吉次君） 水銀灯についてでござ

いますけれども、市内の公共施設では主に屋内運動

施設や公園に設置されておりまして、教育委員会所

管分では学校の体育館などで418灯、その他の所管

分では511灯、合計で929灯ございます。 

 在庫は各施設とも保管しているものはございませ

ん。 

○４番（江口祥子君） これだけの残りの施設を全

部ＬＥＤ化するとなると、大変な金額になることは

予測できます。 

 水銀灯は既に作ることも輸入することも禁止の状

態です。水銀灯だけでなく、蛍光灯もやがて製品が
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なくなります。パナソニックはもう蛍光灯の製造は

終了しています。選択肢としては、これから先はＬ

ＥＤしかないと思います。 

 公共施設のＬＥＤ化は初期投資に莫大な費用が必

要なため、一気に進めることは大変困難です。 

 質問ですが、リースによるＬＥＤ化は初期費用も

抑えコスト平準化が実現します。鹿児島市でもリー

ス契約により公共施設のＬＥＤ化を推進しています。 

 この取組に関して、本市の考えを伺います。 

○財政課長（宮口吉次君） このリースによります

ものですけれども、鹿児島市では平成29年度から、

支所等の一定規模以上の施設におきましてはＬＥＤ

のリース契約をされているとのことでありました。 

 リース導入の効果としましては、言われますよう

に、初期コストの削減、それから支出の平準化など

の効果が期待されているところです。 

 今後、ＬＥＤの導入に当たりましては、各施設に

おける導入効果、改修時期なども勘案いたしまして、

他市の取組も参考としながら、順次、進めてまいり

たいと考えております。 

○４番（江口祥子君） 本市にたくさんの水銀灯が

ある中、財政も厳しい中ですが、水俣条約の改正に

よりＬＥＤ化しか電灯を替えていく方法はないのか

なと思い、今回、ＬＥＤ化の中でもリース契約とい

う提案をいたしました。 

 リースの活用のメリットとして、初期費用が抑え

られ、コストの平準化や調光が可能なので、より電

気代が低く抑えられる、また、点検やメンテナンス

をリース会社に委託できるなどです。ぜひ、省エネ

効果やコストダウンというメリットを前向きに検討

していただくよう要望いたしまして、次の質問に移

ります。 

 ２点目に、マイボトル運動の推進について提案さ

せていただきます。 

 プラスチックの資源循環を促し、循環型社会への

移行が期待されているプラスチックごみの中でも、

身近なペットボトルのリサイクル及びマイボトルの

利用促進がごみ問題の解決に寄与すると思います。 

 市の考えを伺います。 

○市民生活課長（久保さおり君） 本市におきまし

ては、環境センターへ搬入されたペットボトルがリ

サイクル原料として搬出しておりまして、この数年

は年間約60トンで推移しております。不適物を除き、

ほぼ全数をリサイクル業者に引き渡しており、高い

比率でリサイクルはされております。 

 しかしながら、マイボトルの活用推進は、循環型

社会形成の取組の一つとして、マイバッグ運動と同

様、多くの市民の方々に取り組んでいただきやすい

活動であります。 

 市としましても、広報紙やＬＩＮＥ配信等を通し

てマイボトル運動の普及促進に努めてまいります。 

○４番（江口祥子君） 本市におかれましても、

2030年に向けて、ＳＤＧｓの取組を展開していただ

いております。 

 今言われたように、ごみを減らし活かすための活

動をしているということで、３Ｒ運動の取組などが、

今、分かりました。 

 ペットボトル削減への学校での現状と、マイボト

ル活用推進について伺います。 

○学校教育課長（藏薗孝一君） 学校におけるペッ

トボトルのリサイクル及びマイボトルの利用促進の

取組についてであります。 

 各学校では、ＳＤＧｓの視点を踏まえ、環境教育

に取り組んでおります。その中で、マイクロプラス

チックの海洋生物等への影響や、ペットボトルを含

むプラスチック製品の正しいリサイクルの仕方など

について学習しています。また、資源ごみとしてペ

ットボトルを回収できるコーナーを校内に設置し、

年間を通して美化委員会を中心に回収に取り組んで

いる学校もあります。 

 さらに、マイボトルの活用については、各学校に

おいて、熱中症予防や新型コロナウイルス感染症防

止のために、児童生徒が小まめに水分補給できるよ

うに水筒の持参を進めています。その際に、ペット

ボトルの持込みについては許可している学校はあり

ません。 

○４番（江口祥子君） ３Ｒは持続可能な社会に貢

献できる最も身近な取組の一つでありますが、学校

でもしっかりと学んでいることを理解いたしました。 

 次に、全国的に広がっておりますペットボトルな
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どの使い捨て容器ごみの削減を契機として、ごみを

出さないライフスタイルの定着を図るため、誰もが

身近にできる取組として、外出時、水筒やタンブラ

ーなどのマイボトルを携帯するマイボトル運動が広

がっています。 

 マイボトル運動の推進のメリットとして、１に、

環境負荷の高いペットボトル飲料の削減につながる

ことや、ペットボトル飲料と水道水の環境負荷の差

は約1,000倍と言われています。本市の水道水は安

全で質が高いので、もっと積極的に活用すべきだと

思います。 

 メリットの２で、廃プラ運動、ＳＤＧｓへの取組

に成果を出しやすい。 

 海に流出するプラスチックごみの量は世界中で年

間800万トン、2050年には海洋プラスチックごみの

重量が魚の重量を超えることが予想されています。 

 また、ペットボトルは確かに便利ですけれども、

買ってはすぐ捨てる大量消費を続ける限り、ペット

ボトルなどのプラごみが自然にあふれ出すことを止

めることは不可能です。そして、ペットボトル入り

のミネラルウオーターを自動販売機で買う場合、生

産や流通から処理まで、１本につき二酸化炭素が

200グラム以上排出されると言われています。水道

水なら冷水機を使っても10グラム以下に抑えられ、

マイボトルに入れて持ち歩けば、ペットボトルに関

する二酸化炭素の排出量も減らせます。 

 そこでお尋ねいたします。 

 マイボトル運動の推進及び感染症や熱中症予防の

ため、ボトルディスペンサー型給水機を公共施設に

設置できないか、伺います。 

○市民生活課長（久保さおり君） 現在、市内の小

・中学校や総合体育館等の公共施設においては、そ

れぞれ感染症対策を講じながら冷水機を活用してい

る施設もあり、必要な場合は冷水機や水道水を利用

いただいております。 

 既にボトルディスペンサー型給水機を設置されて

いる他市の状況も参考にしながら、必要性を検討し

てまいります。 

○４番（江口祥子君） 他市においては、体育館等

にある給水機をボトルディスペンサーに替えている

事例もありますし、公共施設に設置している事例も

あります。 

 若干お金がかかっても、また、手間がかかったと

しても、本市の水道水は安全で質が高いことを広く

ＰＲしていく上でも、住民サービスには必要な取組

と思います。ぜひ推進していただくよう要望しまし

て、以上で質問を終わります。 

────────────── 

   △日程第２～日程第３ 

         議案第45号～予算議案第５号一

括上程 

○議長（濵田 尚君） 次に、日程第２、議案第45

号及び日程第３、予算議案第５号を一括して議題と

します。 

 市長に提案理由の説明を求めます。 

   ［市長中屋謙治君登壇］ 

○市長（中屋謙治君） 本日、新たに提案いたしま

した議案につきまして、提案理由の説明を申し上げ

ます。 

 議案第45号補償金返還請求の訴えの提起について

であります。 

 都心平江線道路改良事業における庭石等の移転に

係る契約において、契約の相手方が土地所有者によ

る立入りの条件等から移転を完了せず、契約不履行

による前払金の返還に応じないことから、補償金返

還請求の訴えを提起するため、地方自治法第96条第

１項第12号の規定により議会の議決を求めるもので

あります。 

 次に、予算議案第５号令和４年度いちき串木野市

一般会計補正予算（第５号）について説明を申し上

げます。 

 今回の補正予算は、歳入歳出予算の総額に歳入歳

出それぞれ70万円を追加し、歳入歳出予算の総額を

176億7,896万9,000円とするものであります。 

 補正の内容は、歳出の８款土木費で都心平江線に

係る訴訟経費の計上であります。 

 これに伴う歳入は、19款繰越金で前年度繰越金の

追加であります。 

 以上で説明を終わりますが、よろしく御審議の上、

議決してくださいますようお願い申し上げます。 
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○議長（濵田 尚君） これから質疑に入ります。 

 まず、議案第45号補償金返還請求の訴えの提起に

ついて、質疑はありませんか。 

○14番（原口政敏君） 二、三お尋ねをいたします

が、この契約の訴えは息子のほうですね。 

 そこでちょっとお尋ねいたしますが、土地所有者

の立入りの条件等から、移転を完了しなかったらお

金を返すんですよという条文が契約書にあるんです

かね。そこのところをまず教えていただきたい。あ

るのかないのか。何年何月何日までに移転をしなか

ったらお金は返すんですよという条文がありますか。

契約書に。 

○副市長（出水喜三彦君） 契約書についてでござ

います。 

 契約書におきましては、令和３年３月31日、これ

を移転の完了期間としてございます。 

 あわせて、その際、覚書というものを締結してご

ざいますが、これによりまして、市の予算とします

れば繰越しを行いまして、令和４年３月31日、これ

が予算の執行期限と考えておりまして、令和４年３

月31日を期限と捉えております。 

 契約書上に完了しなかったらこれを返還しなさい

というような条文はございませんが、契約というも

のはその期限をもって定めてございますので、今回、

期限をもって完了されなかった、これがいわゆる契

約の不履行ということで訴えを提起するものでござ

います。 

○14番（原口政敏君） 契約を履行しなかったのは

父親なんですよね。息子じゃないんですよね。息子

はもう契約して、そのとおりしていらっしゃるんだ

から。 

 この父親が契約を、あなたが言うような状態の中

なんですが、それによって息子でも返還しなさいと

いう、私はちょっとばっかり理解に苦しむんですけ

れども、どうなんですかね。 

○副市長（出水喜三彦君） まず、今回の相手方で

ございますが、これは土地にある物件、いわゆる庭

石等の所有者ということで、これは契約の相手方と

すれば、今言われました息子ということになります。

土地の所有者の方は、それ自体は契約としては関係

がございません。 

 その契約に至らなかった要因としましては、言わ

れたとおり、土地所有者の面がございましたが、直

接的な契約の今回の訴えには関係をする部分でござ

いませんで、先ほど来申し上げておりますとおり、

今回は契約の相手方、庭石等の所有者が理由のいか

んを問わず移転が完了できなかった、このことをも

って提起をするものでございます。 

○14番（原口政敏君） もうこれで最後ですから市

長にお伺いしますが、強制収用しますとほとんどは

勝っていますね。100％。熊本のみかん農家も反対

されましたが、たしか５年ぐらいかかって国が勝っ

ていますよね。私が強制収用法を調べましたところ、

ほとんど勝っています。国、市が。だから、恐らく

このことも勝つだろうと思います。負けないと思う。 

 しかしながら、やっぱり四、五年かかっているん

ですよね。解決するまでに。四、五年。一、二年で

解決はしていませんよ、どこも。私が調べた限りは。 

 だから、市長、お互いに譲歩して、示談する考え

はないんですか、どうですか。考えはないのかある

のかそれだけお聞かせください。 

○市長（中屋謙治君） 今回のこの件に関します補

償の話合いでございます。 

 これまで長い期間、それから数多く話合いを進め

てまいりました。 

 我々は公共事業でありますので、補償をする場合

は公共の補償基準というのがございます。これを大

きく逸脱したような金額というのは他の公共事業、

あるいは社会正義という大きな観点から許されない

ものだと思っております。 

 したがいまして、この公共基準を理解していただ

くようにということでこれまで再三お話をしてきた

ところでありますけれども、残念ながらなかなか理

解が得られない。やむを得ず今の収用の関係で法的

な手続に入らざるを得ないという判断をしたところ

でございます。 

○議長（濵田 尚君） ほかにありませんか。 

○７番（田中和矢君） 今までおっしゃったことは、

副市長、市長ともに全くのそのとおりだと私は思っ

ています。 
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 ただ、お聞きしたいのは、どうして市長が今おっ

しゃった公共の補償基準と合わない、かけ離れてい

たと。何で最初にこんな補償の金額を提示されたの

か、どういうわけでそのような結果になったのか、

そこ１点だけをお聞きしたいです。 

○市長（中屋謙治君） これまでの経緯については、

これまで機会を捉えて議員全員協議会ですとかそう

いうところでお話をしてきたつもりでございます。 

 当初、公共基準に基づきます単価を積算し、そし

て、相手方にその金額をもって交渉いたしました。

なかなか理解が得られないということで、何か知恵

を出せないのかといろいろ検討する中で、公共補償

基準の中で庭石としての基準が採用できるのではな

かろうかという考えを一方で持ちながら補償交渉を

してきたという経緯がございます。 

 結果から見ますと、この庭石としての基準は現場

の実態を見ますと使えないということであったんで

すが、何とか理解を得たいという思いの中でもって、

担当者が一生懸命知恵を絞りながら補償交渉をして

きて、結果、今日に至ったということで、結果的に

は当初示した公共基準の金額、さらにはこの庭石と

しての基準、さらにこれを上回るような形の何か考

え方はないかといろいろ苦慮する中で、こういうこ

とで長い時間を要したということでございます。御

理解いただきたいと思います。 

○７番（田中和矢君） 最初の補償基準がかなり高

額な金額を提示されていたと。しかし、市長が代わ

り、いろいろな時の経過とともに、このような算出

基準が妥当でなかったといったようなことになった

結果、契約の合意が見られない、それが原因だと思

いますが、そのことに対する、当時、副市長であっ

た中屋現市長は、どのように反省し、今後どういう

ふうに役立てたいと思っていらっしゃるのか、そこ

をお聞きしたいと思います。 

○市長（中屋謙治君） 今おっしゃいますように、

当時、公共補償基準を超える額を提示しながら何と

か理解を得たいということで、当時、私、副市長を

させていただいておりました。言わば、事務方の責

任者として今回の事態に至ったことを大変申し訳な

く反省しているところであります。責任を痛感いた

しているところであります。 

 今回の事態に至った原因が果たしてどこにあるの

かというのはいま一度精査する必要があるなと思っ

ております。何とか相手方の理解が得られる方策は

ないものかということで、当時の担当者としてはい

っぱい知恵を絞ったと思います。そこの努力、取組

は評価してあげないとよろしくないのかなと。そこ

は評価したいと思うんですが、結果としてこれが逸

脱をしていたという今回の事態に至った原因をいま

一度精査をして、二度とこのようなことがないよう

に活かしていきたいと思っております。 

○７番（田中和矢君） こうやって非常に難航を極

めているわけですが、１点、最後３回目です、お聞

きしたいのは、こういうふうにしてずるずると期日

だけが延び、年数だけが延びていって、これは国の

補助、交付金、そういったものによる工事だと思い

ますが、これが長引くと返還を求められるような可

能性とか危険性、そういったことは全くありません

か。 

○市長（中屋謙治君） そういったことも懸念しな

がら、何とか早くに解決をしたい、理解を得たいと

いうことで担当は精いっぱい努力をしたと思います。 

 今、おっしゃいますようなそういった懸念が発生

しないように、我々としても最大限努力をしたいと

思います。 

○議長（濵田 尚君） ほかにありませんか。 

   [｢なし」と呼ぶ者あり］ 

○議長（濵田 尚君） ほかに質疑なしと認めます。 

 次に、予算議案第５号令和４年度いちき串木野市

一般会計補正予算（第５号）について、質疑はあり

ませんか。 

   [｢なし」と呼ぶ者あり］ 

○議長（濵田 尚君） 質疑なしと認め、これで質

疑を終結します。 

 ただいま議題となっている議案については、お手

元に配付しました議案の委員会付託区分表のとおり、

所管の常任委員会に付託します。 

 以上で本日の日程は終了しました。 

────────────── 

   △散  会 
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○議長（濵田 尚君） 本日はこれで散会します。 

         散会 午後２時47分 

 


